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地圏資源環境研究部門の成果報告会は、今年で第９回目を迎えました。今回の報告会の
テーマは「地圏に関する基盤情報の整備と提供」です。当部門は地圏に眠る天然資源の探
査・評価・開発、地圏を構成する地層を利用した地層処分や地中貯留の可能性と安全性の
評価、土壌汚染等に関する地圏の環境の保全等を研究対象としています。これらの研究を
通じて、新たな資源の発見や環境に関する知見の獲得を行うと同時に、地圏の資源や環境
についての基本的な調査図類やデータを社会に提供してゆくことも当部門の大きなミッシ
ョンの一つです。当部門ではこのような基盤的研究を通じて、鉱物資源図、燃料資源地質
図、日本の熱水系アトラス、水文環境図、表層土壌環境評価基本図など、基盤情報の整備
を着実に実施しております。今回の成果報告会はこのような側面から当部門の研究をご紹
介していきたいと考えています。 

 
平成 22年度から独立行政法人産業技術総合研究所は第 3期中期目標期間（5年間）に入
りました。第 3 期における当部門の重点研究課題（ユニット戦略課題）は、以下の７つで
す。 
１）土壌汚染評価技術の開発  
２）二酸化炭素地中貯留評価技術の開発  
３）地層処分にかかわる評価技術の開発  
４）鉱物・燃料資源のポテンシャル評価  
５）地下水・地熱資源のポテンシャル評価  
６）地質環境の隔離性能に関する評価技術の開発  
７）地圏の資源環境に関する知的基盤の構築 
 
重点課題の１）は地圏環境の保全、２）、３）は地圏環境の利用、４）、５）は地圏資源
の探査・評価・開発、６）は地層処分の安全規制支援研究、そして７）は１）から６）ま
での研究に基づいた基盤情報の整備です。今回の成果報告会でご紹介する内容はこの７）
の成果を中心に、関連する１）から６）までの成果も含んでおります。 

 
地圏の資源と環境に関する社会のニーズは、迅速な対応を迫られる喫緊の課題から、大
きく長期的な課題や体制の問題までがあると研究部門として認識し、対応を進めていると
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ころです。例えばレアメタル資源探査の問題は、現在の先端産業を支える資源の問題であ
り、喫緊の課題と認識して、研究の推進、予算の確保、人員体制の増強を進めているとこ
ろです。社会問題として深刻化しつつある土壌汚染の問題、あるいは地下水確保の問題等
も喫緊の課題です。また一方では、資源全般、地層処分や地中貯留などの研究は主として
国の要請に沿って、長期的に取り組んでいるところです。 

 
このような研究に関して、当部門では常勤研究職員約８０名、客員研究員や契約職員を
含めて総人員約１８０名の体制で研究を進めています。限られた研究ポテンシャルですが、
大きな成果を得るためには社会のニーズを良く把握し、外部との連携・協力を進めてゆく
ことが重要と考えています。 

 
部門成果報告会では、メインテーマに関する講演以外に、各研究グループや個人の研究
成果をより詳しく知っていただくために、ポスターセッションも例年同様設け、ご参加い
ただいた方との研究交流を深めてまいりたいと思います。この報告会は、部門の成果をお
知りいただくと同時に、皆様から直接、貴重なご意見を伺う重要な機会と位置づけており、
毎年定期的に開催しております。今後とも変わらないご高配を賜りますよう、心からお願
い申し上げます。 
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第 7回（2008 年）　地圏資源環境研究部門研究成果報告会　プログラム

13:00-13:20：地圏資源環境研究部門研究紹介 矢野 雄策 ( 研究部門長 )

研究発表
特集：持続可能な社会を目指す地圏資源研究
－環境を意識したアプローチ－ 
13:20-13:50：持続可能な地下水利用と環境の維持

 丸井敦尚（地下水研究グループ） 
13:50-14:20：地下微生物の天然ガス生成ポテンシャル 

坂田将・吉岡秀佳・持丸華子（地圏微生物研究グループ） 
14:20-14:50：再評価されつつある地熱開発ニーズに応えて 

村岡洋文（地熱資源研究グループ） 
14:50-15:30：ポスターセッション  

（発表：各研究グループ，個別研究課題）
15:30-16:20：招待講演「持続型炭素循環システム」 

佐藤光三（東京大学　エネルギー・資源フロンティアセンター） 
16:20-16:50：鉱物資源研究グループの希土類資源調査の現状 

渡辺寧・実松健造・守山武（鉱物資源研究グループ） 
16:50-17:15：ポスターセッション  

（発表：各研究グループ，個別研究課題）
17:15-19:00：懇親会（ポスター会場）  

ポスターセッション

（研究グループ発表）
地下水研究グループの紹介     丸井　敦尚 
地圏環境評価研究グループの紹介    駒井　武 
CO2 地中貯留研究グループの紹介    當舎　利行 
地圏環境システム研究グループの紹介    高倉　伸一 
物理探査研究グループの紹介     内田　利弘 
地圏化学研究グループの紹介     佐脇　貴幸 
地圏微生物研究グループの紹介    坂田　 将 
燃料資源地質研究グループの紹介    棚橋　 学 
地熱資源研究グループの紹介     村岡　洋文 
鉱物資源研究グループの紹介     渡辺　 寧 
地質特性研究グループの紹介     伊藤　一誠 
地下環境機能研究グループの紹介    竹野　直人 
（個人発表）
大気を水資源とした造水技術の開発に関する取り組み * 
駒井　武・杉田　創・大石昭二（環境管理技術研究部門）・山崎淳司（早稲田大学・理工学術院） 
鉱物油に起因する土壌汚染のリスク評価を目的とした油－水混相流動挙動に関する研究 * 

坂本靖英・西脇淳子・川辺能成・駒井　武 

1

7

9

13

17

19

25
27
29
33
37
41
45
47
51
55
59
61

頁



Natural microbial attenuation of tetrachloroethylene(TCE) trapped in clayey sediments* 
Mio TAKEUCHI・Yoshishige KAWABE・Eiji WATANABE・Toshio OIWA・

Manaubu TAKAHASHI・Kenji NANBA・ Yoichi KAMAGATA・ Satoshi HANADA・ 
Maki・SUGIHARA・Takeshi KOMAI 

高密度 3次元電気探査とダイレクトプッシュ技術を用いた油汚染地区の探査 * 
神宮司元治・横田俊之・光畑裕司・内田利弘 

石油関連施設跡地における三次元地中レーダ探査適用研究 * 
横田俊之・神宮寺元治・中島善人・光畑裕司・内田利弘・駒井武（産総研） 

自然エネルギーを用いた重金属汚染浄化に関する研究 * 
張銘・小野暁 （ニュージェック）・澤田章（エヌエス環境（株））・

駒井武・丸茂克美（地質情報）・杉田創 
Potential methane production in sediments from the Cascadia Margin, IODP.Expedition 311* 

吉岡秀佳・ 東陽介（生物機能工学研究部門）・
中村孝道（生物機能工学研究部門）・丸山明彦（生物機能工学研究部門）・坂田将  

Methanogenic archaeal diversity and isolation in ntural gas field* 
持丸華子・吉岡秀佳・玉木秀幸（生物機能工学研究部門）・

坂田将・鎌田洋一（ゲノムファクトリー研究部門）
関東平野下に賦存する可粘性天然ガスについて *　

金子信行・佐脇貴幸・棚橋学　 
南関東ガス田の鉱床成因モデル
－前弧域での微生物起源メタンとヨウ素の濃集に関する地質学的・地球化学的制約－ 

金子信行 
土壌中に存在するナノ物質をもとにした吸着式エネルギーシステム用高性能吸着剤の開発 * 

鈴木正哉・月村勝宏 
TRU廃棄物処理における放射性ヨウ素の固定化 * 

鈴木正哉・月村勝宏 
Geochemical reaction modeling for ferrihydrite nano-particles in the Lake Karachai area, Russia* 

Katsuhiro Tsukimura, Masaya Suzuki, Yohei Suzuki 
熱－水－応力－化学－微生物統合連成解析：地層処分から地中貯留まで * 

李琦・伊藤一誠 
海底電気・電磁探査法モデリング技術の開発 * 

光畑裕司・上田匠・内田利弘 
幌延沿岸域における物理探査研究プロジェクトについて * 

内田利弘・光畑裕司・上田匠・安藤誠・丸井敦尚・楠瀬勤一郎 
地盤振動特性を考慮した戸建て住宅の環境振動評価 * 

国松直 
一般帯水層CO2 地中貯留での地化学トラッピング：東京湾岸モデルの検討 

奥山康子・徂徠正夫・柳澤教雄・佐々木宗建・戸高法文（J-Power） 
東京湾周辺地域における地下水の流動ならびに環境の変化 * 

宮越昭暢・林　武司（秋田大学）
Ｘ線ＣＴを用いた多孔質帯水層の拡散特性の異方性の評価 * 

中島善人・紙谷進・ 中野司（地質情報研究部門） 
地熱井セメントの物性試験とケーシング－セメントの接着強度試験 * 

唐澤廣和・及川寧己・天満則夫・竹原孝・林一夫・須藤祐子（東北大）・
佐久間澄夫（地熱エンジニアリング）



海洋プレート斜め沈み込みの簡易モデル化と数値シミュレーション：手法と応用 
茂野博 

炭酸カルシウムスケール処理における高周波電気分解装置の適用 
柳澤教雄・松村高宏（株式会社レイケン） 

「濁川型カルデラ」の再検討 * 
水垣桂子・萬年一剛（神奈川県温泉地学研究所） 

都市部における地中熱ヒートポンプシステムの導入に係る環境評価 * 
今泉博之・天満則夫・安川香澄・内田洋平・高橋保盛 

ラオス南部、玄武岩ラテライトの希土類資源 * 
実松健造・守山武・渡辺寧 

インド東部ベルディ燐灰石鉱床のTa-Nb 鉱化作用 
守山武・石原舜三・Panigrahi, M.K.・Pandit, D.・渡辺寧

*の発表は別途要旨発表済み等の理由により本報告書には未収録
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Sustainable Groundwater Use and Retaining Environment 
 

Leader, Groundwater Research Group: Atsunao Marui 
Phone: 029-861-2382, e-mail: marui.01@aist.go.jp
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Natural gas production potential of subsurface microbes 
 

Geomicrobiology Research Group: Susumu Sakata (Leader), Hideyoshi Yoshioka and 
Hanako Mochimaru 

Phone: 029-861-3898, e-mail: su-sakata@aist.go.jp 
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 特集：地圏に関する基盤情報の整備と提供 
 

地熱資源に関する情報整備と資源評価 
Preparation and Provision of Information Concerning Geothermal Resources and 

Resource Assessment 
 

地熱資源研究グループ長： 阪口 圭一 
Leader, Geothermal Resources Research Group: Keiichi Sakaguchi 

Phone: 029-861-3897, e-mail: k-sakaguchi@aist.go.jp
 
１．はじめに 
各種資源の賦存分布や賦存量を全国に渡って統

一的な基準により把握することは，国立の調査研
究機関としての責務であり，それは工業技術院地
質調査所から産業技術総合研究所に移行した後も
同様である． 
地熱が資源として捉えられるようになったのは

鉱物資源や他のエネルギー資源に比べると最近で
あるが，その短い期間にも，地質調査所・産総研
は，地熱資源の賦存の把握や評価のためにその
時々の工夫を凝らしてきた．ここでは，主に広域
－全国レベルの地熱資源の把握と評価という観点
から，これまでの地熱資源に関する情報整備につ
いて概観し，今後の方向を考える． 

 
２．地熱資源賦存図の系譜 
まず，以下に地質調査所・産総研がこれまでに

全国－広域レベルでまとめた地熱資源の情報をレ
ビューする． 

1974 年にサンシャイン計画がスタートした後，
1970年代後半から 1980年代初めにかけて，全国
を対象とした一連の地熱資源図類が公表された．
「日本地熱資源賦存地域索引図」（資源エネルギー
庁・工業技術院地質調査所，1976），「日本温泉分
布図（第 2版）」（角，1975），「日本の熱水変質帯
分布図」（角ほか，1980），「日本地熱資源賦存地
域分布図」（角，1980），「日本温泉放熱量分布図」
（角，1980）等である（第 1図）．このうち，「日
本地熱資源賦存地域分布図」（角，1980）は，日
本の地熱資源を熱水対流系資源と深層熱水資源に
大別し，それぞれを調査・探査段階で細分した分
布を 200万分の 1全国図上に示したもので，地熱
資源の賦存形態をモデル化した最初の例として注
目される． 
資源賦存図という形ではないが，1980年代前半

には，多様な地熱情報を扱う地熱情報データベー
スの研究が実施された（たとえば，花岡ほか , 
1986）．システム開発と共に，サンシャイン計画
等で得られたデータのバンキングも実施された．
データの社会への提供という観点で言うと，当時
は CD-ROM 出版等による電子情報配布やインタ
ーネットによるオンライン・サービスの手段が整

っておらず，収集・解析した情報を，地質調査所
報告として印刷出版する方法が執られ，以下の報
告書が出版された．「日本の主要地熱地域の熱水
に適用した地球化学温度計」（地調報告 No.267）
（比留川ほか, 1988），「日本の地熱調査における
坑井データ その１」（地調報告 No.271）（矢野
ほか, 1989），「日本の地熱調査における坑井デー
タ その２」（地調報告 No.273）（須田ほか , 
1991）． 
 
a)            b) 

  
第1図 1970年代後半から1980年代初めに公表された
地熱資源図類の例．a) 日本温泉分布図（第 2 版），b)
日本地熱資源賦存地域分布図．  
 

 
第 2図 50 万分の 1 地熱資源図「新潟」． 
 
次に広域の地熱資源図類が作成されたのは，

1990年代から 2000年代の初めにかけてである． 
「日本地熱資源賦存地域分布図」(角, 1980)で用い
られた地熱資源の分類を発展させた地熱資源の区
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分が検討され(山口ほか, 1992a)，縮尺 300万分の
1の「日本地熱資源図」(山口ほか, 1992b)が作成
された．その後，5枚の縮尺 50万分の 1の地熱資
源図（発行順に，「新潟」，「秋田」，「九州」，「青
森」，「札幌」），及びそれらのデータをまとめた数
値地質図 CD-ROMが作成された（第 2図）． 
縮尺 50万分の 1地熱資源図では，「日本地熱資

源賦存地域分布図」での熱水対流系資源を，中期
第四紀火山との関係に基いて，第四紀火山に関連
する地熱資源，第四紀火山に関連しない地熱資源
（タイプ A），同（タイプ B）に細分した．また，
地熱資源の賦存地域と地質構造，重力構造及び温
泉（地理的分布及び化学成分）との関連性をでき
る限り明瞭に表示することを目標にした．そのた
め，初代の「日本地熱資源賦存地域分布図」に比
較して，多種多様な情報が盛り込まれたものとな
った．それらは，地質（活火山，活断層，酸性変
質帯を含む），重力異常，温泉，自然噴気，地熱井，
地熱資源賦存地域，国による地熱調査区域である．
温泉以下の情報は，表示記号の形，線・塗りの色，
線の幅などによって，それぞれの属性（温泉なら
ば温度，pH，化学組成など）を表現する仕様とな
っている（第 3図）． 
 
a) 

 
b) 

 
第 3図 50 万分の 1 地熱資源図で用いた，a) 地熱資源
のタイプ分けと，b) 深層熱水資源以外の地熱資源の地
理関係の表現． 

 
5 枚の地熱資源図は，紙印刷の図面と説明書と

いう従来の印刷出版物の形で発行されたが，重力
異常以外のデータの編集は GIS（Arc/INFO 及び
ArcView）を用いて行ったことが特徴である．上

述の複雑で多様な情報を GIS で編集したことに
より，データの更新や追加，新たなデータとの比
較や重ね合わせに際してのデータの再利用が容易
になった． 
「東北・九州地熱資源図(CD-ROM 版)」（阪

口・高橋, 2002)は，そのような編集データを活か
して，出版済みの 5枚の地熱資源図の電子情報を
まとめて提供しようとしたものである．この
CD-ROMでは，それらの情報を数値化された GIS
データとして提供することで，利用者が GISソフ
トウェア上で任意の組み合わせのデータを重ね合
わせたり目的に合った表示方法を選択したりする
ことを可能にしている．また，温泉・自然噴気・
地熱井の温度，化学分析値等をデータ・ファイル
として収録しており，利用者の利便性の向上を図
っている．例えば，紙面に印刷された地熱資源図
では，多くの情報が重ねて印刷されるため，皮肉
なことに優勢な地熱地域ほど多数の地熱徴候が集
中し，情報の読み取りが困難になるきらいがあっ
た．そのため，印刷図では温泉，噴気，地熱井が
混み合う地域で代表的なものだけを表示した場合
もあったが，この CD-ROM では編集したすべて
のデータを収録しており，より正確な情報の提供
を実現した． 

 
３．「日本の熱水系アトラス」と「全国地熱ポテン
シャルマップ」 
産総研第 2期（2005-2009年度）の地熱資源研

究グループでは，主要な研究課題の一つに地熱資
源データベースの研究を取り上げ，その成果を「日
本の熱水系アトラス」(村岡ほか, 2007)と「全国
地熱ポテンシャルマップ」(地質調査総合センター, 
2009)として公表した． 

 

  
第 4 図 「日本の熱水系アトラス」でのマップ表示例
（Cl-濃度分布） 

 
これらの作成の最も基礎になるデータは，全国

から収集した約 7,200個の温泉化学分析値データ
と約 3,000個の坑井地温データである．「日本の熱
水系アトラス」は，収集した温泉と坑井の温度，
pH，代表的な化学成分，化学組成や温度・深度か
ら計算される地化学温度計温度や各種の指数とい
う要素的なデータを，全国マップとして地理情報
システムによって表示したものである（第 4図）．
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熱水系の化学成分や地化学温度計温度は，以前か
ら個々の地域の地熱資源の探査や開発に頻繁に利
用されてきたものの，その全国マップは公表され
たことが無く，「日本の熱水系アトラス」は日本の
熱水系に関する様々な巨視的特徴を系統的に示し
た最初の例となった． 
「全国地熱ポテンシャルマップ」ではこの研究

をさらに進め，GISデータ・ビューアーを利用し
て，様々の要素的なデータを閲覧できるようにし
た（第 5図）． 

 

 
第 5 図 「全国地熱ポテンシャルマップ」の起動画面
（全国マップ表示）． 

 

 
第 6 図 「全国地熱ポテンシャルマップ」の小縮尺表
示例．地熱資源量分布と自然公園を重ね合わせたもの． 

 
「日本の熱水系アトラス」で編集した温泉・坑

井情報に加えて，地質，等重力線，地表面からの
重力基盤深度等の地熱資源評価に有用な情報や，
自然公園，自然環境保全区域，鳥獣保護区域等の
地熱開発の条件を検討するにあたって有用な情報
も閲覧できる（第 6図）．また，容積法（Brook et 
al., 1979）を用いて全国を 1km メッシュに分けて
計算した熱水系資源量も付加してある．本システ
ムで点データまたはコンターマップとして表示で
きる要素的情報は，以下の多種類に上る．熱水湧
出温度，熱水 pH，熱水主要化学成分（Na+，K+，Ca2+，
Mg2+，Cl-，SO42-，HCO3-+CO32-，SiO2），アニオンイ
ンデックス，主要熱水地化学温度計（α-クリスト

バライト，カルセドニー，石英断熱冷却，石英伝
導冷却，Na-K，Na-K-Ca，Na-K-Ca-Mg），坑井地温
（500m，1000m，1500m，2000m），活動度指数，火
山位置，地熱発電所位置，坑井位置，地質図，活
断層，等高線，等地温線，等重力線，河川，都道
府県界，市町村界，自然公園，自然環境保全区域，
鳥獣保護区域，地表面からの重力基盤深度，1/2.5
万図幅地域ごとの熱水系資源量．各々の情報は
GIS データのレイヤーとなっており，用途に応じ
て，これらから必要な情報を選び出し，重ね合わ
せることによって，熱水系資源の開発や利用のた
めの，様々な地域的評価を行うことができるよう
にデザインされた． 
「全国地熱ポテンシャルマップ」で実施した容

積法による地熱資源評価では，全国を 1kmメッシ
ュの単位区画に区切って，各単位区画の地熱資源
量（熱エネルギー：ｑR）を次式により計算した． 

 

( ( ) )
UD

R c efLD
q a t z t dzρ= ⋅ −�  

LD ：貯留層底部の深度（m） 
UD ：貯留層下限温度の深度（m） 
t(z) ：深度の関数としての貯留層温度（℃） 
tef ：基準温度（15℃） 
 
地熱貯留層の底面深度は，駒澤(2003)による重

力基盤深度を採用した．地下温度構造は，活動度
指数（林, 1982）から与えられる各深度での最高
温度を利用した．貯留層下限温度は，53℃，100℃，
150℃，180℃，及び，200℃の 5種類について計
算を行った．このような温度（構造），貯留層下底
深度の見積もり法を用いた全国に渡る容積法資源
量計算は，これが初めての試みである． 

 
４．今後の課題と方向 
これまで見たように，1970年代から，その時点

の地熱資源の賦存形態と賦存量のモデルに応じて，
各種の資源図や資源情報が整備・公表されてきた．
産総研第 2期には，GISを用いた情報整備と資源
評価のあり方として，「日本の熱水系アトラス」と
「全国地熱ポテンシャルマップ」という成果を公
表した． 
資源評価は，その時点での，経済性等も含む資

源の定義によって変化するものである．加えて，
地熱資源は温度，賦存形態，賦存深度などが多様
であり，従前より地熱資源の評価には多様な情報
が用いられ，評価手法もまだ確立したものとはい
えない．第 3期の研究においても，資源開発の手
法の進展にも伴って，資源の定義や評価手法を発
展させていく必要がある．例えば，今後は EGS
（Enhanced Geothermal System）や温泉発電資
源などの新しい地熱資源を視野に入れた資源評価
手法の開発が課題であろう．EGSの対象となる地
熱資源では，不透水性基盤岩によって境される貯
留層という単純な容積法モデルが適用されにくく
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なり，中間的な透水性を持つ領域の適切な評価法
が求められるであろう。また，温泉発電資源は，
一般に賦存深度は浅く，より局所的な条件の影響
が大きくなると考えられる。より浅く，より低温
の資源であることは，開発（試行）の容易さにも
結び付くので，この種の資源評価を全国に渡って
行う場合には，算出する資源量の意味づけに注意
することも必要であろう。 
地熱資源評価に用いる多様なデータ全てを，評

価者が自ら取得・整備することは困難であり，公
表されたデータ（電子化されたものが望ましい）
を利用することになるが，各種の電子データを資
源評価のためにいかに利用するかについては，茂
野（2010：本発表会での発表，および地質調査総
合センター, 2007）による一連の研究と実践があ
る．また，産総研が行うべき「情報整備」は適切
な手段による社会への「提供」を常に含むものな
ので，データや手法の提供のより良いあり方の検
討や実現も引き続き行っていく必要がある． 
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鉱物資源研究における産総研の役割 －レアメタル・非金属－ 
Role of AIST for mineral resources research: rare-metal and industrial minerals  

 
鉱物資源研究グループ長： 高木哲一 

Leader, Mineral Resources Research Group: Tetsuichi Takagi 
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１．鉱物資源を巡る状況と産総研の役割 

BRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）を
はじめとする新興工業国の著しい経済成長により，
それらの国々の鉱物資源消費量が加速度的に増大
し，金属資源の価格が 2004年以降に急激な上昇を
開始した．2008年のリーマンショックにより一時
的に価格が下落したが，2009年以降価格はすぐに
回復し現在も上昇を続けている．このような状況
を受けて，中国，韓国，欧米諸国は金属資源の権
益確保を世界各地で積極的に進めている．金属資
源のほとんどを輸入に頼る日本にとって，海外資
源の供給安定性は産業活動の生命線である．2010
年 9月の中国によるレアアース対日輸出制限が，
日本の産業界に深刻な不安をもたらしたことは記
憶に新しいが，レアメタルを中心とする資源安全
保障体制の確立は喫緊の課題であり，官民を挙げ
てこの問題に取り組む必要がある． 
 一方，珪石，粘土，石灰石，砕石・骨材などの
非金属資源（工業原料鉱物）は，その大部分を国
内で生産しており，現在も約 400ヵ所の国内鉱山
が稼行している．非金属資源の用途は建材，窯業・
セラミック，自動車など多岐にわたっており，金
属資源と同様，産業活動や国民生活に一時も欠か
すことができない．しかし，国内の非金属鉱業は，
鉱量枯渇，鉱山の環境問題，後継者不足など様々
な問題に直面しており，その供給安定性が危ぶま
れている．非金属鉱業の多くは地方の中小企業か
らなるため，資源探査や環境対策などに独力では
十分に対応できない場合が多く，国・独法や大学
の専門家の技術的支援を必要としている． 
 産総研・地圏資源環境研究部門は，地質・鉱床
学の専門家集団として世界各地で基礎的な鉱床調
査を実施し，科学的知見を得ると同時に，その成
果を独立行政法人石油・天然ガス金属物資源機構
(JOGMEC)や民間企業による開発フェーズに連結
する役割を担っている．特に，各国地質調査所と
のネットワークを生かした海外での機動力のある
調査研究，自前の機器による迅速な分析・解析が
できることなどが強みである．非金属資源につい
ては，JOGMECが所掌していないこと，大学・地
方自治体にも専門家が少ないことから，産総研が
日本ではほぼ唯一の公的研究機関であり，技術支

援に関する関連業界からの期待が大きい． 
 
２．レアメタル資源探査への取り組み 

2004 年から始まるレアメタルの急激な価格上
昇は「レアメタルショック」とも呼ばれるが，そ
れ以降，地圏資源環境研究部門では，長らく継続
してきたベースメタル（銅・鉛・亜鉛）鉱床や金
銀鉱床の研究を休止し，希土類（レアアース）に
代表されるレアメタル鉱床の研究を本格的に開始
した．ここでは，最近の研究成果の一部を紹介し
たい． 
希土類鉱床：希土類は，La, Ce, Pr, Nd, Sm, Eu（軽

希土），Gd, Tb, Dy, Ho, Er, Tm, Yb, Lu（重希土）お
よび Y, Scの 16元素からなり，軽希土はガラス研
磨剤，ニッケル水素電池，蛍光体，永久磁石など
に，重希土は永久磁石，光磁気ディスクなどに使
用される．特に，ハイブリッド車モーターや風力
発電タービンなどに用いられる高性能磁石の製造
には希土類が必須である． 
 産総研では，2007年から南アフリカ共和国にて，
同国地質調査所および JOGMEC と共同で希土類
資源に関する研究を進めている．これまでの調査
で，南アフリカ北東部の複数の蛍石鉱床に高濃度
の希土類が付随することが明らかになった．これ 

 

図１ 南アフリカ北東部に分布する蛍石鉱床
の希土類パターン（鉱床名非公表）． 
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らの鉱床は，比較的重希土類に富む特徴があるこ
と（図１），一部廃滓からの利用が可能であること
などから，開発フェーズへの移行を見据えた詳細
な検討が行われている． 
 

 
 一方，東南アジア（ラオス，タイ，ベトナム，
マレーシアなど）では，イオン吸着型希土類鉱床
の調査が継続的に進められている．イオン吸着型
鉱床とは，高温多雨気候下の風化作用により岩石
から溶出した希土類が，風化殻中の粘土鉱物など
に化学的に吸着・濃集している鉱床で，電解質溶
液によって容易に抽出できる特徴がある．これま
で中国南部にしか知られていなかったが，最近，
タイのプーケット付近に発達する花崗岩風化殻か
ら有望なイオン吸着型鉱床を発見した．希土類含
有量は 174～1084ppmと比較的高く，そのうち 40
～80%の希土類が吸着されている．特に深度 5m
以深に高品位イオン吸着鉱が存在する（図３）．  

 

現在は基礎研究の段階であるが，事業化等に向け
た今後の展開が注目される．  
 モンゴルは，豊富なレアメタル資源が期待され
る地域であり，中国・韓国・欧米諸国などが積極
的な鉱床探査を展開している．産総研も，2010年
7月に JOGMECと共同でモンゴル鉱物資源・エネ
ルギー省と研究協力覚書を交わし，本格的なレア
メタル資源に関する共同研究を開始した．モンゴ
ルでは 2009 年から希土類資源に関する予察的調
査を開始しており，南ゴビ地域で有望な希土類鉱
床（ムシュガイハダッグ鉱床）を確認した．同鉱
床は主にリン灰石－磁鉄鉱からなり，希土類は平
均 1.1% (REO)含有される．比較的重希土にも富む
特徴があること（図４），肥料用リンが同時に生産
できる可能性があることなどから，今後，開発フ
ェーズに向けた詳細な調査が行われる予定である． 

 

  
 一方，ジルコンの希土類資源としての可能性に
関する基礎研究も推進している．ジルコンは希土
類含有鉱物の 1つであるが，一般に難溶性であり，
同資源の対象にはなり難かった．最近の当部門の
研究により，結晶度の解析を用いて希土類に富み
かつ分解・抽出し易いジルコンを見分けることが
可能となった（図５）．今後，カナダやアフリカ東 

図５ 結晶度の異なるジルコンのＸ線回折パ
ターン．苗木のジルコンには希土類が約 3.2%
含まれ，1N 塩酸(250℃)による処理でほぼ全量
が抽出される． 

図３ タイ・プーケット付近の花崗岩風化殻
に発達するイオン吸着型希土類鉱床の希土類
含有量の深度変化． 

図２ 南アフリカでの希土類鉱床調査．放射
能計を用いて鉱徴地を探していく． 

図４ モンゴル・ムシュガイハダッグ鉱床の
希土類パターン． 
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部のジルコン鉱床などに同手法を適用し，希土類
資源としての可能性を検討する予定である． 
 
リモートセンシング利用資源探査：産総研では，

人工衛星や航空機から各種センサーを使って地表
を観測し（リモートセンシング），レアメタル資源
を探査する手法の開発を行っている．この手法は，
地表踏査が困難な地域を探査したり，広範囲から
有望地域を絞り込むには非常に有効な手段である．
日本は，ASTER/PALSARプロジェクト等による高
精度な衛星データを所有しており，これらを利用
した資源探査技術の開発が急がれている． 
 リモートセンシング利用資源探査を実施するに
は，モデル地域において，あらかじめ地表地質と
上空からの情報を比較検証し，信頼性を確認して
おく必要がある．地圏資源環境研究部門では，2010
年より情報技術研究部門と共同でこの研究を開始
した．今年度は，米国ネバダ州中部およびチリ－
アルゼンチン国境地帯をモデル地域として調査を
実施している（図６）． 
 

 

 
 

３．非金属資源探査への取り組み 
地圏資源環境研究部門では，2009年以降，社会

的要請の強い珪石およびベントナイト資源に関す
る研究に取り組んでいる． 
珪石・珪砂：珪石・珪砂はガラス，建材，セラミ
ック，鋳物，セメントなど多様な分野に利用され
る重要な工業原料鉱物である．珪石・珪砂は，シ
リカ成分の純度によって価格や用途が異なる．光
学ガラス用などの高品位な珪石は，価格が高いた
め，オーストラリアや中国などから輸入されてい
るが，建材用，鋳物用などの中品位な珪石・珪砂
は主に国内鉱山から供給されている．しかし，鉱
量枯渇等により鉱山の閉山が相次ぎ，供給量が不
足しつつある．国内に新規鉱山を開発することは，
高コスト，環境問題などで容易ではなく，海外に
供給元を求めざるを得ない状況にある．そこで，
地圏資源環境研究部門では，民間企業と共同で東
アジア地域の珪石鉱床調査を実施している． 

 

 

 
ベントナイト：ベントナイトはスメクタイトを主
体とする粘土で，水を吸って膨潤する，懸濁液（ゲ
ル）が高い粘性を持つ，イオン交換能を持つ，な
どの特性から，土木用止水剤，掘削泥，鋳物砂粘
結剤，猫のトイレ砂，農薬キャリヤなど多岐に渡
る用途に利用されている．国内消費量の 7割程度
が国内から，残りが米国，中国などから供給され
ている．国内ベントナイト鉱床の埋蔵量は十分に
あるものの，採掘・輸送コストの増大，環境問題
による新規開発の困難さ，熟練技術者の減少など
により，中～長期的な供給安定性は必ずしも十分
とは言えない． 
 ベントナイトは，近い将来建設される低レベル
放射性廃棄物処分場の緩衝材としての役割が期待
されている．この緩衝材は，廃棄体周囲に充填し，
廃棄体への地下水の侵入を制限すると共に，万が
一放射性物質が廃棄体から漏出した場合ベントナ
イトに吸着・固定させ，生活圏への移動を防止す
る役割がある．同処分場の建設が開始されると，
多量の緩衝材用ベントナイトが継続的に必要とな
ることから，国内のみならず海外にも十分な鉱量
と性能を持つベントナイトの供給元を確保するこ
とが望ましい． 
 

 

  

図８ ワイオミング州ロベル地区でのベント
ナイト調査．広大な乾燥地域に十数層のベン
トナイト層が分布する． 

図７ 愛知珪石（愛知県犬山市）の採石場．
花崗岩による熱変成作用を受けた層状チャー
トで，建材用珪石として利用されている． 

図６ ネバダ中部キュープライト地域での地
質調査．衛星・航空機による画像の検証は，
砂漠地帯など裸地で実施する必要がある． 
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 地圏資源環境研究部門では，2010年より民間企
業と共同で，ベントナイトの鉱物学的分析技術の
確立および米国ワイオミングベントナイトの調査
研究を実施している（図８）．ワイオミングベント
ナイトとは，ワイオミング・サウスダコタ・モン
タナ各州にまたがって分布する世界最大のベント
ナイト鉱床の総称である．海外鉱としては緩衝材
に最も有力な候補の 1つであり，その賦存状況や
性質を国内鉱と同様に把握することは，供給安定
性や性能を確認する上で重要である． 
 
４．まとめ 
 レアメタルショック以降，鉱物資源はお金を出
せばいくらでも買える，という時代は終わり，資
源探査・開発はもとより資源国のインフラ整備や
環境問題にまで輸入国が一定の責任を持たなけれ
ば手に入れることが難しい時代に入った．また，
諸外国との激しい資源獲得競争の中で日本が権益
を得るには，資源探査の迅速性・正確性のみなら
ず政治力をも駆使しなければならない．資源問題
は，正に産学官の総力を挙げて取り組まなければ
ならない課題である． 
 目下の課題は，中国以外の地域で有望な希土類
鉱床を探査・開発し，中国への希土類の依存度を
少しでも減らすことである．また，中国への集中
度が高いタングステン，アンチモン，チリへの集
中度が高いリチウムなど，不安定要因を持った他
の重要元素の供給対策も早急に開始しなければな
らない．今ほど産総研の活動が国民から期待され
ている時はないと言える． 
 
文献 
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Reviews, 33, 519-535. 
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特集：地圏に関する基盤情報の整備と提供 
 

 
 

地下水に関する基盤情報 －水文環境図のねらいと今後の展望－ 
Basic information for Groundwater  

－The aim of Water Environment Map and the prospects－ 
 

地下水研究グループ： 町田 功 
Groundwater Research Group : Isao Machida 

Phone: 029-861-3736, e-mail: i-machida@aist.go.jp  
 
１．はじめに 

2007 年度における日本の水使用総量は 808 億
m3，そのうち地下水への依存率は 11.7％である
1)．地下水は河川水と比較して水質や恒温性，経
済性に優れているが，その利用は重大な地下水障
害を引き起こすことがある．そのうち最も深刻な
ものの 1つが，戦後から高度経済成長期に進行し
た地盤沈下であろう．地盤沈下は地下水の過剰揚
水が原因であり，これによって発生・拡大した 0m
地帯は高潮や洪水などによる被害を受けやすくな
る．さらに，地球温暖化が進むと海面が上昇した
り，暴風雨の規模が増大したりすることが予測さ
れているため，この被害はさらに拡大する恐れが
ある 2)．今日では地盤沈下対策として工業用水法
などの法令によって揚水規制が行われており，特
に都市域においては事実上地下水が採取できない
環境が一般化した感がある 3)．その結果，70年代
から徐々に地盤沈下速度は緩やかになり，地下水
の水位は上昇しつつある．近年では逆に地下水位
が回復・上昇し，東京駅や上野駅の地下部分が浮
力によって浮き上がる等の新たな問題が生じてお
り，大阪市では地下街や地下鉄のトンネルへの湧
水増等の事例が出てきている 2)． 
このような背景の中，従来になかった視点から
より積極的に地下水を利用しようとする動きがあ
る．例えば，今後の地下水利用のあり方に関する
懇親会 4)では地下に存在するダムとしての機能を
強調し，緊急水源としての地下水の役割を述べて
いる．1995年の阪神淡路大震災など大きな震災時
には，消火用や医療活動（病院），洗濯やトイレな
ど各用途に応じた緊急的な水の確保が問題となっ
た．地下水は井戸とポンプがあれば容易に得るこ
とができるため，大規模震災でインフラが破壊さ
れてしまった時の緊急水源として大いに役立つで
あろう． 
また，近年は少雨年と多雨年の変動幅が次第に

増加し，渇水年の年降水量が減少傾向にあるのみ
ならず，年最大連続無降雨日数（降水のない日が
連続する最も長い期間）も長くなる傾向が認めら
れている．こうした現象によりダム等の水資源開
発施設が計画された当時の開発水量を安定して供

給できないなど，水供給の利水安全度（実力）が
低下している．そのため，河川水と地下水の総合
的な利用方法を考えることが重要な検討課題とな
っている． 
一方，省エネルギーという側面からも地下水に

注目が集まっている．地表水温は気温と比較して
年変動が小さいことは良く知られているが，最近
はこの地下水の恒温性を利用した地中熱ヒートポ
ンプシステムが注目を浴びている．地中熱ヒート
ポンプを利用したエアコンは初期投資を必要とす
るものの，消費電力が小さいため長期でみれば経
済的であるといわれており，さらに地下にて排熱
をおこなうためヒートアイランドの抑制にもつな
がる．地中熱ヒートポンプシステムは 2005 年時
点で欧米では既に計 100万台以上が普及している
が 5)，わが国においても広く認知されはじめてお
り，将来的に急速に普及する可能性がある． 
このようにいくつか魅力的なアイディアが生ま

れているが，これらを実現するためにも地域の地
下水の現況や水文地質を明らかにし，地下水障害
を引き起こさないよう適切な管理を行う必要があ
る．さらに今日では地下水を使うだけでなく，涵
養についても積極的に関与していこうという「育
水」という概念も広がりつつあり，地下水を含め
た水循環に関する情報を広く発信することが重要
になっている． 

 
２．地下水関連図幅と水文環境図 
（独）産業技術総合研究所の前身の一部である

地質調査所は 1951 年から日本の各地において工
業用水源の確保と保全に関する調査・研究をおこ
なっている．この調査結果をとりまとめ，将来の
地下水源利用に資する目的で，1961年より日本水
理地質図が発行された 6)．このシリーズは，以降，
第 41 号の鹿児島県奄美諸島水理地質図 7)まで 37
年間発行されているが，その多くが 1枚紙の地図
上に地下水産出量分布や水質を中心としたデータ
を記載するスタイルである． 
一方，このような地下水関連図幅は他の省庁か

らも出版されている．地下水の流動を意識した例
としては農水省地方農政局による水理地質図があ
り，地形・地質や地下水ポテンシャル分布，水質
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等が描かれている．国交省では 1990 年から地表
水と地下水の適正な利用を目的とし，全国 10 地
域で地下水マップを作成している．また，一部の
都道府県の研究機関でも同様の図幅を出版してい
るところもある．ただし，農水省の水理地質図は
現在作成が行われておらず，地下水マップも 2001
年以降は出版されていない． 

2001年に産総研が発足すると，日本水理地質図
の後継として水文環境図が考案され，2002年から
2008年までに 5つの地域で出版された．水文環境
図は地下水資源の保全と有効利用に資することを
目的としているが，特に将来的な地中熱利用を見
越し，地下水温情報を重点的に編集していること
が特徴である．地下水関連図幅内で地下水温デー
タを併記する理由は地中熱ヒートポンプシステム
の効率が地下水の存在や地下水の流速にも影響さ
れるためである．以上の理由から，水文環境図で
は複数の地盤沈下観測井を用いた地下水温鉛直プ
ロファイルの実測結果を編集している． 
なお，このような温度データは地下水流動を把

握するためにも役立つ．一般に地下水の温度は地
域の平均気温とほぼ等しいといわれているが，こ
の調査によって深度方向の変化が明確になっただ
けでなく，盆地の中央部や流域の下流部で地下水
温は高く，山地部では低くなることが明確に示さ
れた（図 1）．これは地下水の流動によって，熱の
輸送が行われたためと考えられている 8)． 
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一方，日本水理地質図からの体裁面での大きな

変化として，コンピューターの普及を背景とした
電子媒体（CD）による収録が挙げられる．従来の
1 枚紙の図幅は持ち運びや利用が容易であった半
面，紙面が限られているために多種の情報を掲載
することが困難であった．図幅を電子媒体に収録
したことにより，大量の空間情報を比較検討でき
るようになり，例えば地下地質，地下水水質，地
下水温の関係をより視覚的に表現することができ

るようになった． 
 
３．水文環境図の編集指針 
このように水文環境図は 2008 年までに 5 つの

地域で出版されてきたが，地圏資源環境研究部
門・地下水研究グループではその間にもデータの
編集項目や記載方法についての議論があがってい
た．そこで水文環境図 No.5の出版を終えた 2008
年度末から，水文環境図の発展のための複数回に
わたる討論をおこなった．討論の目的は No.6 以
降の編集項目の決定である． 
実はわが国において地下水関連図幅の編集項目
に関する議論は古くからあり，その代表的なもの
は 1970 年代の水文地図作業グループによるもの
である．同グループ代表の高村は “地表面下にお
ける水文要素の地図化”の議論にて図幅に記載す
べき項目を複数リストアップする一方，これらを
全て網羅するのではなく，図幅の作成目的のため
に必要にして最小限の情報を収容することを考え
るべきと述べている 10)．このスタンスは図幅が紙
ベースの場合，すなわち記載できる情報に制限が
ある場合を前提としているものの，電子媒体での
図幅作成においても傾聴すべき意見であると思わ
れる．すなわち，電子媒体は膨大なデータを収録
可能であるが，内容の統一性を失うことなく限ら
れた人資で質の高い図幅を作成するためには，編
集すべき内容を絞り焦点を定めておくべきである． 
そこで地下水グループは昨今の地下水関連図幅
やデータベースの現状，近年の社会情勢，所内外
からいただいた水文環境図へのリクエスト，当グ
ループの作業体制，地質調査総合センターの強み
などを考慮し，今後の水文環境図の中心的な編集
項目とそれに係る指針（編集指針）を決定した 11)．
このうち編集項目は図 2のようにまとめられる． 
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図 2 水文環境図の中心的な編集項目 

 
これには地域の水文地質を理解する上で重要な
地下水位，透水係数，一般水質などの情報が含ま
れているが，特に環境変化を考慮して，過去の水
位，水質データを加えていることを強調したい．
また，今まで中心的な編集項目であった地下水温
に関する情報は，ヒートポンプシステムの認知度
が徐々に高まりつつあることから，今後も編集項
目に加えることにした．なお，図 2は水文環境図
にて編集するべき最低限を示したものであるため，
実際にはこれに加えて図幅の作成者がその地域で
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重要と思われる水文情報を判断し，編集項目を加
えることになる．例えば，降水量分布や河川流量
分布は掲載項目からは外れているが，これらの情
報が地下水を理解する上で重要な地域においては
図幅作成者の判断により，編集が行われることも
ある．このような付加情報の例については次章で
述べる． 
 
４．水文環境図 No.6「山形盆地」12)のねらい 
編集指針では編集対象としている面積によって，
帯水層構造か水理地質基盤の把握を行うことを定
めている．山形盆地の第四系内の帯水層構造につ
いては現在議論がおこなわれており，統一された
見解は示されていない．そこで水文環境図 No.6
では水理地質基盤の把握を試みた．これはいわゆ
る地下水盆の形状を把握することと同じである．
地下水盆は難透水性の水理地質基盤の中に充填さ
れた地層の集合体からなっており，一般に地質学
がいうところの「堆積盆」そのものであることが
多い（図 3）13)．普段，我々が利用している地下
水は地下水盆中の地下水であり，これは自然の水
循環の一部を構成する．地下水の持続的な採取可
能量とは，この地下水盆内に涵養される水から流
出する水を引いた収支から導かれる．このような
理由で，地下水盆の把握は適切な地下水利用のた
めに欠かせないものである．一方，水理地質基盤
中に存在する地下水は極めて流れにくく，化石水
のようなものが含まれる．このような地下水は一
度使用したらなくなってしまう，石油と同じよう
な性質をもつ．難しいのは，水理地質基盤は必ず
しも地質区分と一致していないことである．
〔断面〕

水理地質
基盤

地表

Ｂ層群

Ａ層群
Ａ Ｂ地下水盆 （入れ物）

50 地下水圧等値線
地下水の流れ

200
150175

125

125
100

10
0 100

10
075

75

50

 
 

図 3 地下水盆のイメージ図 
（柴崎，200413）を一部修正） 

 
従来，山形盆地の地下水盆は第四系からなり，

水理地質基盤は第三系からなると考えられてきた
が 14)，その根拠は明らかではなかった．そこで，
山形盆地 No.6 では地下水の水質・同位体に関す
る詳細な調査を実施し，その特性や地下水年代を
推定することにより流動性の判断を試みた．この
ように図幅作成に研究の要素を取り入れることは，
研究者が直接現地調査に携わる地質調査総合セン
ターの強みである．実際の作業としては，個人所

有の浅井戸，農業用井戸，工業用井戸だけでなく，
温泉水の調査を実施し，各種のイオン濃度や酸
素・水素安定同位体比に加え，必要に応じてトリ
チウム（水素放射性同位体比）や 14C（炭素放射
性同位体比）を分析した． 
これにより，地下水盆の実態にせまっただけで
なく，どこに（位置，深度），どのような性質の地
下水が存在するのかを示すことができた．結果例
を図 4に示す． 
 

500

1000

1500

1000

50
0

500

500

1000

500

50
0

500500

500

乱川

白水川

最上川

寒河江川

立谷川

高瀬川

馬
見
ヶ
崎
川

須川

最上川

10000

2000

4000

10000

4000

500

500

10000

500

100
500

10

10

10

20

20

20

20

30

30

10

 
 

図 4 山形盆地における地下水中の Cl 濃度．地下水お
よび温泉の現地調査結果に既存データを加えた．第四
系内での濃度コンターは赤色，第三系浅層の地下水
（400m 以浅）は紫色，第三系深層の地下水（400m 以深）
は黄色で示されている．第三系深層では盆地全域にて
Cl 濃度が高い．これらの地下水には Na も多く含まれて
おり，化石水などと呼ばれている．第三系浅層では Cl
濃度が高く，地下水が非流動性になりつつあることが
示されている． 
 
 詳細は省略するが，水質面ではさらに幾つかの
試みをおこなっている．例えば，環境省の概況調
査 15)によって，最も環境基準超過数が多いとされ
ている硝酸態窒素について分析をおこなった．そ
の結果，昭和 60年に選定された名水百選の 1つ，
“どんこ水” （写真 1左）においても 10ppmを
超える硝酸イオンが検出されており，上流地区の
施肥利用が下流側に影響を及ぼしていることが明
らかになった．また，山形盆地では古くから鉄気
水（かなけみず）と呼ばれる鉄分を多く含む地下
水が存在することが知られている（写真 1 右）．
鉄のような自然由来の重金属イオンが地下水中に
存在できるか否かは，地層の性質と地下水の酸化
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還元状態に大きく影響される 16)）．そこで，地下
水の酸化還元電位や溶存酸素などの調査をおこな
い，鉄濃度分布との関係を求めた．このとき，同
時に地下水環境基準項目や要監視項目のうち，自
然由来による汚染が多いとされる重金属イオン
（砒素，クロム，マンガンなど）15)についても調
査した． 

 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

 
 
 
写真 1 どんこ水（左）．生活用水や養魚などに利用さ
れているだけでなく，この地下水が流入する小見川上
流部は県指定天然記念物イバラトミヨが生息する．右
は鉄気水を消雪用に散水したことにより，赤茶色に変
色した路面． 
 
一方，操作性という面でも改善を試みた．図が

100 枚を超えるような出版物では，図をながめつ
つ（別のページに掲載されている）説明文を読む
場合があるが，読者にとってこれはしばしば面倒
な作業である．このような不便性は CDによる編
集によって解決できると考え，説明書と図面のリ
ンクを強化した（図 5）． 
 

メニュー画面をクリッ
クするとデータが表示

『説明書』上のアンダーライン部分（青字）をクリックすると
地図画面に該当データが表示

 
 

図 5 説明書と図面のリンク強化 
 
５．さらなる発展に向けて 
前章までに述べてきたように，水文環境図では
幾つかの試みをおこなっている．現在では「石狩
平野」および「熊本平野」の編集をおこなってい
るが，今後は水文環境図 No.6「山形盆地」では対
応しきれなかった，様々な改良を加えていく予定
である．例えば地下水盆の形状，広域地下水流動，
地下水位，地下水流速情報に関しては，地下水研
究グループが平成 19 年度より実施中の地下水賦
存量調査結果を積極的に利用する予定である．こ
の調査では日本全国のボーリング柱状図を収集，

解析することにより，平野や盆地スケールでの地
下地質構造を明らかにし，さらに地下水流動シミ
ュレーションをおこなっている．これらのデータ
を加えることによって，地域の水文地質情報をよ
り詳細に検討できると考えられる． 
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Introduction to CO2 Geological Storage Research Group 
 

CO2*=ijklmnopst=u vw 
Leader, CO2 Geological Storage Research Group: Shinsuke Nakao 

Phone: 029-861-3955, e-mail: sh-nakao@aist.go.jp 
 
1．グループの研究目的 
当研究グループでは，CO2地中貯留の実用化

に向けて，1）CO2がどのように帯水層内に貯留
されるか（貯留メカニズムの解明），2）CO2の
挙動をどのように監視・予測していくか（モニ
タリング・モデリング技術），3）どのように安
全性を評価し確保していくか（安全性評価，影
響評価），という 3つの問題意識に基づいた研究
を推進している。また，これらの研究を地圏環
境の利用と保全，資源の安定供給という観点へ
の研究・技術開発にも応用することを目指して
いる。 

2010年度からの産総研第 3 期においても CO2

地中貯留は重点課題に指定されており，中期計
画として，“CO2地中貯留において，CO2の安全
かつ長期間にわたる貯留を保証するための技術
を開発し，早期の実用化に寄与すること”を目
標としている。 
 
2．グループの研究資源 
1） グループメンバー 
中尾信典（グループ長） 
雷 興林，杉原光彦，西 祐司， 
相馬宣和（2009年 10月～2010年 10月，米国

ロスアラモス国立研にて在外研究）， 
徂徠正夫，加野有紀，船津貴弘，上原真一，
石戸恒雄，佐藤久代，当部門他研究グループ
等より研究分担者 20名 

 
2） 予算 
○運営費交付金「CO2地中貯留の研究」，｢沿岸
域海底下 CO2地中貯留の安全性評価に向けた基
礎的研究｣他 
○経済産業省受託研究｢二酸化炭素挙動予測手
法開発事業（低コストなモニタリング技術及び
断層モデリング手法の開発）｣ 
○地球環境産業技術研究機構受託研究｢CCSモ
ニタリング技術高度化等の研究｣ 
○共同研究費等。 
 
 
 

3．平成 22年度上期までの進捗状況 
ここでは，当グループメンバーが実施してい

る CO2地中貯留研究の主な進捗状況を紹介する。 
 
1） サイスミック・データによるガス飽和度の
推定 
室内注入実験データの解析を行い，弾性波探

査による CO2注入後挙動モニタリングの基礎と
なる多孔質弾性論モデルの高度化を進めている。
図 1は，ガス注入後弾性波の分散の影響を受け，
弾性波波形が大きく変化したことを示す。ピー
クのマッチングにより得た速度低下は初動のマ
ッチングにより得たものよりも大きいことが分
かる。現場データの場合 P 波初動が不明瞭であ
るため，一般的に波のピークを追跡して速度の
変化を求める。その結果を用いてガス飽和度を
推測する場合，過大評価しないよう分散を考慮
したモデルを利用する必要がある。室内実験で
は現場より良いデータが得られるため，現場デ
ータ解析に適用できるモデルの構築が可能であ
り，更なる研究を進める予定である。 

 

 
図 1：CO2注入実験において P 波速度変化を求めた

例。初動と最初のピークのマッチによる P波走
時差が計算されるが，分散の影響でピークのマ
ッチングにより得た速度低下は初動のマッチ
ングにより得たものよりも大きい。 
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2） 重力モニタリング技術 
重力モニタリングは質量分布という反射法地

震探査と別の側面から CO2の地中貯留状況を見
られるので，反射法を補完するモニタリング手
法と考えられる。反射法地震探査のように地中
に注入した CO2の貯留領域の形を細かく描き出
すことはできないが，重力では貯留域と測定点
の間の物質で遮蔽されることなく質量分布の積
分効果が測定される。分解能の点では鈍いが堅
実なモニタリング手法であり，経済性の面でも，
反射法地震探査に比べ十分安価な手法といえる。 

CO2 生産源に近い東京湾岸において既存デー
タに基づいて地下構造を数値モデル化し，CO2

地中貯留の数値シミュレーションにより適用性
を評価した。年間 1000 万トンの CO2を 1400m
の深度を中心に注入し，計測井が注入井とほぼ
同位置の場合の坑内重力計で計測される重力変
化を計算した（図 2）。注入深度を境に重力変化
の極性が逆転しており，注入深度では重力変化
量はゼロに近い。重力は引力の鉛直成分なので
大きい質量変化があっても真横には影響が出な
いためである。それでも通常，重力計測が行わ
れる地表に比べれば，信号源に近い効果で地下
での信号レベルは大きい。従って信号レベルが
大きい坑内で計測を行うことは，より明確に地
下の状態を把握できることになる。また，地上
での測定では深度方向の状態変化に対して鈍感
になるが，坑内重力計で計測される深度方向の
変化のコントラストは明瞭であるため，CO2 地
中貯留のモニタリング手法として極めて魅力的
である。他にも坑内重力計を想定したシミュレ
ーション評価例は蓄積されており，また利用可
能な坑内重力計の種類も増え，今や実際に坑内
重力計測を行う段階にきている。 

 

図 2：坑内重力測定を行う計測井が注入井とほぼ同
位置の場合の計算結果例。 

3） モニタリング技術の現場実験 
米国 SWP (Southwest Regional Partnership for 

Carbon Sequestration)の実施する Aneth Oil Field
における大規模 CO2 地中貯留実験は，年間 15
万 ton 以上の CO2を 3 年以上にわたって注入す
る陸域での大規模 CO2地中貯留実験である。自
然電位モニタリングの経験蓄積・改良を図ると
ともに，米国の CCS研究開発に関する情報収集
を目的として，2007 年 11 月から自然電位モニ
タリングを継続してきたが，SWPによる PhaseII
実験の終了と PhaseIII への移行に伴い，現地測
定を終了した。およそ 3 年間にわたる長期無人
測定に成功し，取得したデータには，注入開始
時に圧入した地下の CO2に起因すると考えられ
る注入井周辺の電位上昇が認められた。それ以
外では地表付近にソースを持つと考えられるイ
ベントが認められた(図 3)。なお，本研究は米国
ロスアラモス国立研と産総研との MOU に基づ
き実施しており，PhaseIIIへの参加は経産省から
の受託研究として実施する。 
また，貯留層深度における比抵抗探査精度の

向上が期待できる坑井利用比抵抗モニタリング
の基礎的実験を釜石鉱山において実施した。坑
内の KF-1及び KF-3孔を用いて，空気を圧入し
た際に生じる比抵抗変化を，地表（坑道）－坑
井間の電極配置で観測した。その結果，比抵抗
の変化は小さく，変化率も概ね 10%以内であっ
たが，空気圧入を開始時に KF-3孔を横切る割れ
目の部分を中心に圧入された空気の層を反映し
たと考えられる比抵抗上昇を観測している。 
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図 3：2008年 5月から 2010 年 5月までの Anethテ 

ト･サイトにおける自然電位変化。C313 圧入井
（上）では，注入開始時に圧入した地下の CO2

に起因すると考えられる電位上昇が認められ
る。C313SE モニタ井周辺（中）及び坑井間の
電極（下）に見られる電位変化は，地表付近
にソースを持つと考えられるイベント。 
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4）Anethサイトの微小地震の再解析 
ロスアラモス国立研究所(LANL)が 1観測井の

みで観測した Aneth サイトの CO2圧入時の微小
地震について，特に震源位置決定深度の曖昧さ
を低減することを目的に再解析を行った。波形
初動部の詳細観察とレイトレーシングの組み合
わせによるフォワードモデリング的な解析を行
い，取得微小地震が CO2に関係するものとそれ
以外に分けられることを推察した（図 4）。さら
に，低速度岩塩層前後で多重反射が発生してい
ると仮定して，それを利用した高 SN イベント
の位置決定（マスターロケーション）と低 SN
イベントの相対位置決定の組み合わせによる全
体の震源分布の評価手法を検討した（図 5）。そ
の結果，従来法よりも Aneth サイトの CO2およ
び廃塩水の注入深度に近い深度に震源位置は移
動し，より面構造的な震源分布が得られるよう
になった。検討手法により１観測井だけでも信
頼性のある震源位置が得られることが分かった。 

 
 

 
図 4： Aneth 微小地震初動部の拡大例。R 成分，下

から坑井内アレイのセンサ 1～18 番目。相互
相関による初動は 1.005 付近のピークを追っ
ているが，拡大すると，実際には屈折の影響
がアレイ下部に現れている。 

 
 
 

 
図 5：レイトレーシングモデリング例。震源位置深度

を岩塩層(第 5 層)の下と仮定し，震央位置が
2000m の場合。Aneth サイトの南側に発生し
た微小地震と調和的である。 

5） CO2長期挙動シミュレーション 
地中に圧入された CO2とそれに伴う地層の長

期挙動シミュレーションを行っている。地中貯
留においてシール層の浸透率と毛管圧は共に
CO2 プルームの遮蔽性に大きな影響を示すが，
そのメカニズムにより地層内の圧力上昇に関し
ては異なる効果が働く。シール層の浸透率が低
い場合地層水とプルームの双方を遮蔽するため
著しい地層内の圧力上昇を招くが，高毛管圧の
シールはプルームのみを遮蔽するため，地層内
の圧力上昇に関しては低毛管圧のシール層と比
較して大きな違いを示さない（図 6）。CO2の圧
入に伴う地層内の圧力変化の範囲はプルームの
延伸範囲より更に広く，プルーム自体が貯留層
内に留まる場合においても，上部塩水の浅部移
行を引き起こす可能性がある（図 7）。この現象
は圧入停止後の圧力緩和に伴い同じく緩和され
る傾向にある。 
 
 

 
 
図 6：1.0Mt/yr/km×50 yrs の CO2圧入を行った時の

シール層の鉛直浸透率と毛管圧（Sw=0.8）が(a) 
1 md/62 kPa，(b) 0.1 md/62 kPa，(c) 1 md/500 kPa
の各ケースにおける（左）CO2プルーム分布（圧
入停止後 1000年経過時）と（右）圧力変化（圧
入停止時）の違い。 

 
 
 

 
 
図 7：図 6(b) 0.1 md/62 kPa，(c) 1 md/500 kPaの各ケ

ースにおける間隙水の塩分変化の鉛直プロファ
イル。 
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6）砂泥互層人工試料によるシール圧測定 
本研究では，CO2 地中貯留におけるキャップ

ロックのシール性能評価に関連して，地中貯留
の環境条件下（10 MPa，40�C）において，超臨
界 CO2に対するスレッショルド圧の測定を行っ
た（図 8）。本研究の目的は，岩石のスレッショ
ルド圧の変動に及ぼす各種因子の効果を定量的
に明らかにし，キャップロックが取り得るスレ
ッショルド圧の範囲を推定するモデルを構築す
ることである。このために，粒径を制御したシ
リカビーズ焼結体試料を作製し，種々の粒径に
ついてスレッショルド圧と浸透率の関係を求め
た。その結果，均一粒径（0.2～10 μm）の焼結
体のスレッショルド圧は，粒径の減少と共に増
加することが確認された。また，両対数プロッ
ト上でスレッショルド圧と浸透率の間に良好な
直線関係が得られたが，これは，安全性の観点
から特に重要となる，均質岩石におけるスレッ
ショルド圧の下限値に相当するものと考えられ
る。 

 
 

 
 
図 8：超臨界 CO2のブレークスルーの観察画像 
 
 
7）砂岩鉱物の化学的反応プロセスの評価 
本研究では，砂泥互層における CO2挙動に及

ぼす地化学プロセスの影響を検証するために，
特に砂岩層内での鉱物の溶解－沈殿プロセスに
関してデータの高精度化を図った。そのために，
超臨界 CO2－水系において代表的な砂岩鉱物の
反応過程の“その場観察実験”を行い，ナノレベ
ルでの鉱物表面形状の変化に基づいて溶解－沈
殿プロセスを解析した。また，室内実験と天然
環境の乖離を是正する観点から，炭酸泉現場サ
イトにおいて，直接，鉱物の反応速度計測実験

も行った。最終的に，モデル系での地化学反応
シミュレーションにより，孔隙率変化に基づい
た砂岩層のシール性能変化の評価までを行った。
今後は，温度，pHや CO2濃度のみならず，種々
の溶存化学種濃度の効果も踏まえて，系統的に
天然での反応速度の解析を行う予定である。 
 
 
8） 深部条件下での新第三紀泥質岩中の亀裂透
水性の推定 
新第三紀泥質岩中の亀裂が，どの程度の深さ

まで流路として機能するかを推定する手法の確
立を目的に，上総層群新第三紀泥質岩について，
拘束圧条件下での泥質岩中の亀裂の浸透率を測
定する実験と，その数値シミュレーションを進
めている。図 9は，上総層大原層泥質岩につい
ては，有効拘束圧が 10～14MPaの範囲で，泥質
岩中の亀裂が流路として有効に働かなくなるこ
とがわかった。岩石の密度から，この圧力条件
は深さ 1～1.4kmに相当する。また，数値シミュ
レーションの結果から，非弾性接触モデルを考
慮することによって，岩石の力学特性から，亀
裂が流路として有効に働かなくなる応力条件を
推定できる可能性が示された。 
 
 

 
図 9：上総層大原層泥質岩を対象とした，単一亀裂の

入った供試体の浸透率の有効圧依存性について
の室内実験結果。C3-INT，Raw は亀裂の入って
いない供試体の結果，それ以外は単一亀裂の入
った供試体の結果を示す。 
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地圏環境システム研究グループの紹介 
Introduction of the Geo-Environmental Systems Research Group 

 
地圏環境システム研究グループ長：高倉伸一 

Leader, Geo-Environmental Systems Research Group: Shinichi Takakura 
e-mail: takakura-s@aist.go.jp 

 
１．グループの研究目標 
 地圏環境システム研究グループでは，環境に
調和した地圏の開発・利用を図るため，岩盤応
力測定や岩石コア実験による地下構造の評価技
術，物理探査を利用した非破壊モニタリング技
術，数値シミュレーションによる地下環境のモ
デリング技術などの基盤研究を進めている．ま
た， CO2地中貯留研究や放射性廃棄物地層処分
研究などへの適用研究を行っている．当研究グ
ループ員が長年にわたり研究を進めてきた各種
技術は，浅部から深部に至る地圏環境の解明，
地圏の流体や熱の変動予測，地熱等資源の継続
的利用などに役立ってきた．今後ますます高度
化・多様化する社会のニーズに的確に応えられ
るよう，技術ポテンシャルの維持・向上に努め
ている．さらに，これらの技術を地下資源の安
定的確保や継続的利用あるいは地質災害や地質
汚染の防止を図る研究などへも積極的に応用し
て，安全で安心できる社会の実現に貢献するこ
とを目指している．このため，他のグループ・
ユニット間の連携による研究，外部研究機関や
企業との共同研究を積極的に進めるとともに，
研究成果を迅速に発信し，社会への技術の普及
と振興に取り組む． 
 
２．グループの概要 
 当研究グループは，CO2地中貯留研究，地層
処分安全研究，地熱等資源研究，地下利用技術
研究を主たるミッションにかかげ，平成 19年 7
月に新しく組織された．メンバーは，地球物理
学，岩石力学，掘削工学，岩盤工学の専門家か
らなる．物理学的実験およびフィールドワーク
の手法を用いて，環境に調和した地下の有効利
用，資源開発に必要な技術開発に取り組んでい
る． 
研究対象は環境評価から資源探査までと多岐

にわたり，予算項目は複数にまたがっている．
いずれの研究においても，「環境との調和を考え
た地圏の開発・利用を図ること」を基本理念と
している．研究内容も基礎研究から応用研究ま
で幅広いが，技術的に重なる部分も多い．そこ
で，研究テーマを便宜的に以下の 4つに分類し，

個々の研究テーマの管理し，研究の効率化を図
っている． 
 ・CO2地中貯留技術に関する研究 
 ・放射性廃棄物地層処分に関する研究 
 ・地圏の継続的利用に関する研究 
 ・地圏環境システムの解明に関する研究 
1)グループ員 
高倉 伸一 (リーダー) 
及川 寧己 
唐澤 廣和 
竹原  孝 
相馬 宣和 (CO2地中貯留 RGより分担) 
船津 貴弘 (CO2地中貯留 RGより分担) 

2)予算 
文部科学省試験研究「放射性廃棄物地層処分
における長期空洞安定性評価技術の研究」 

運営費交付金「沿岸域海底下 CO2地中貯留の
安全性評価に向けた基礎的研究」 

運営費交付金「地圏環境システムの研究」 
日本鉱業協会研究委託費「坑内精密電気探査
技術に関する研究」（平成 21年度まで） 

「磁鉄鉱と硫化鉱物を含有する岩石の電気的
特性に関する研究」(平成 22年度から) 

共同研究費「ナトリウム型ベントナイト鉱床
を形成する地質環境の解明に関する研究」
等 

 
３．平成 21年度までの研究進捗状況 
以下では，主な研究について平成 21年度まで

の進捗状況の一例を紹介する． 
3.1. 放射性廃棄物地層処分における長期空洞
安定性評価技術の研究 
原子力発電所から排出される高レベル放射性

廃棄物は，地層中にて超長期間保存され，放射
性物質の減衰を待つことになる．高レベル放射
性廃棄物の輸送や貯留を行うためには，安定し
た地下に空洞を掘削することが必要である．し
かし，この岩盤空洞周りでは，応力が解放され
ることにより変形などの変化の生ずる領域が発
生する．この領域は応力の緩み域とよばれ，こ
こでは潜在き裂等の開口により天然バリアの遮
蔽性能が低下することが考えられる．空洞の長
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期安定性評価の観点から，この緩み域を経時的
に評価することが重要である．このようなこと
から，天然バリアの長期安定性に関するフィー
ルドデータを得るとともに，緩み域を含む空洞
周りの地層環境で想定される温度，圧力条件に
おける岩石のクリープ特性のデータを蓄積し，
長期安定性予測のためのシミュレーションやモ
デル解析の基礎データとすることを目的とする
研究を実施している． 
a) 深部岩盤空洞周り緩み域における 3 次元応
力計測 
瑞浪超深地層研究所の研究坑道深度 200m レ

ベルの試験用横坑からのボーリングで採取され
た花こう岩コアを用いて，AE/DRA 法による応
力計測実験とその解析を昨年度分もあわせ行っ
た．異なる方向に掘削された 3 本の孔から得ら
れた，各 3深度，合計 9地点分の岩石試料を計
測に供した．なお，コア採取時のボーリング機
材を設置した試験用横坑は開削後 1 年半弱経過
している． 

AE法では前々年度の地点での実験と同様に，
繰返し載荷時に AE の発生率が増減を繰り返す
ような単純でない挙動が見られ，幾つかの AE
急増点の中から変化率の大きいものを候補応力
値として 2つ選んだ．DRAは屈曲点が明瞭では
ない試験片もいくつか見られ，特に壁面との距
離が近くなるにつれて，屈曲点が読み取れなか
ったり，飛び抜けて大きいまたは小さい応力値
が得られる場合が多く見られた． 
堅牢域に相当すると考えられる各孔で壁面か

ら最も離れたコアを用いた DRA による応力計
測結果を図 1 に示す．3 次元応力場は孔ごとに
ばらつくものの，2 孔で水平面内では北西－南
東方向の応力が大きいという傾向が見られた．
当該試験地点近くでの地表からの深層ボーリン
グ調査で得られた原位置初期応力では，深度
200m 付近の水平面内最大主応力は N-S から
NW－SE方向にあり，水平面内ではそれと調和
的な応力場が得られた．  
 
 

 
 

図 1 3次元解析例（各孔奥部試料） 

b) 空洞周り緩み域における岩盤長期変形挙動
に関する研究 
常温・室乾状態で養生した珪藻土を用いて，

温度環境 80℃，大気圧下でのクリープ試験を実
施し，高温域におけるひずみ計測の安定性を検
討した．市販のひずみゲージが利用できないた
め，変位計測用の高温用 LDTを適用した．高温
環境下において，1次クリープと 2次クリープ
に相当する変位の挙動の確認が出来たが（図 2），
3次クリープに関しては破壊に至らないケース
があり良質なデータが取れていない．これは，
強度のバラツキに対するクリープ荷重が要因と
考えられ，実際に湿潤状態の珪藻土の常温状態
での強度試験では，無封圧下での強度にはバラ
ツキがあることが確認された．また，長期クリ
ープ試験（約 1ヶ月）では試験後半に本来では
有り得ないひずみ計の伸びが観察された．これ
は変位出力値のドリフトが原因であり，今後の
封圧下での試験手法を工夫する必要があること
もわかった． 
 
 

0.0001

0.001

0.01

0.1

1

10

100

1000

1 10 100 1000 10000 100000 1000000
Elapsed Time,   sec

St
ra

in
 ra

te
,  

m
ic

ro
-s

tra
in

/s
ec

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

Te
m

pe
ra

tu
re

,  
 d

eg
re

es

Strain rate Temperature
Temperature : 80.0degrees
Sample : K-56

�����

 
図 2 クリープひずみ速度の経時変化 

 
 
 
3.2. 地圏環境システムの研究：坑井掘削の高効
率化 
 パーカッション（打撃）掘削はロータリ（回
転）掘削に比べて掘削速度が極めて大きく，鉱
山分野などでは能率向上やコスト低減に寄与し
ている．しかし，高速現象を取り扱うパーカッ
ション掘削では未解明の点も多く，パーカッシ
ョンドリルの設計などに不可欠な基礎データが
極めて少ない． 
 本掘削方式における岩石の掘削特性の解明を
目的に，先年度までに基礎データの一つとして
ビットに伝わる打撃エネルギーを評価してきた．
本年度は，図 3に示すロッドの S部に二点計測
法と呼ばれるひずみ計測法を適用して，ビット
に伝わる打撃エネルギーを評価した．この方法
では，ロッドの A点と B点から得られたひずみ
信号の解析によって E点のひずみ（入射波）を
求める． 
 図 4 に，E 点における時間と応力との関係を
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示す．A，B 点において妥当なひずみが計測で
きた場合，E 点の応力波形は 350μs 付近で
0MPa を通過する．しかし，本波形は 0MPa を
通過せず，打撃エネルギーの評価には至らなか
った．そこで，S 部でのひずみ計測の一助とし
て図 3の F部にも二点計測法を適用して E’点の
応力波形を求めた（図 4）．E’点の応力波形も
0MPa を通過していないが，一部のデータでは
0MPa を通過した．両データの検討から，E’点
の応力波形（0～320μs）から求めた打撃エネ
ルギーは，0MPa を通過する応力波形から求め
た打撃エネルギーの約 99%に達しており，前者
は E’点の打撃エネルギーであると看做して差支
えがないことがわかった．また，E’点の応力を
1.72 倍した波形（E’×1.72）と，E 点の波形は
0～240μs の範囲においてよく一致しており，
この範囲では妥当な応力波形が得られているこ
ともわかった．詳細については省略するが，E
点と E’点の応力波形から，0MPa を通過する E
点の打撃エネルギーが推定できた． 
図 5 は推定結果などから作成した，パーカッ

ションドリルへの一分間当りの入力エネルギー
Win と出力（打撃）エネルギーWout との関係で
ある．本較正曲線は，本ロッドを用いた岩石の
掘削実験中の打撃エネルギーを評価するために
用いる． 
 
 

 
図 3 掘削ロッド 2 

 
 

 
図 4  E 点と E’点の応力波形 

 

 
図 5 Winと Woutとの関係（ロッド 2 の S 部） 

 
 
3.3. 坑内精密電気探査技術に関する研究 
 地下の比抵抗分布を把握する電気探査は，金
属鉱床探査における最も有効な物理探査法の一
つであり，多くのフィールド調査で利用されて
いる．地下深部を高精度に調査するためには，
地下に電極を直接設置することが有効な手段と
なる．その方法の一つとして坑道（トンネル）
を利用することがあげられる．このようなこと
から，坑内に適用する精密電気探査技術の開発
を実施している．ここでは，平成 21年に愛知県
北設楽郡東栄町振草地区にあるセリサイト鉱山
の坑道において実施した比抵抗法，IP法，帯磁
率測定の結果について紹介する． 
 比抵抗法探査では，図 6 に示すように，坑壁
（岩盤）に沿って 3本の測線（H-1，H-2，H-3）
を設定した．電極間隔は，H-1と H-3は 1mで，
H-2 は 2m である．まず，光波測量で決めた坑
壁の所定の位置にドリルで穿孔し，ベントナイ
トを付けた鉄電極を差し込んだ．測定はダイポ
ール・ダイポール配置とウェンナー配置で行っ
た．測定装置には多チャンネル電気探査装置
AES-6Lを使用し，100mA の電流を通電した． 
 IP法測定は測線 H-3で実施した．坑壁に直径
約 31mm の穴をドリルで穿孔し，そこに外径
30mm の鉛－塩化鉛非分極性電極を設置した．
この際，電極で使用されている塩を混合させた
石膏を接着剤として流し込み，電極を坑壁に密
着させた．測定装置には SYSCAL-R2を使用し，
約 50～100mAの電流を通電して，ダイポール・
ダイポール配置による時間領域 IP 法のデータ
を取得した． 
帯磁率測定は，ZH-instrument 社のポータブ

ル帯磁率計 SM30を使用し，それぞれの電極の
位置で実施した．測定は平成 21年度に実施した
ため，測定場所の坑壁の崩壊により測定できな
かった場所もあった．一般に熱水変質の程度が
大きいほど帯磁率が低い傾向があり，当該鉱山
では熱水変質帯を受けている場所の帯磁率は，
概ね 0.1(10-3SI)以下となる． 
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図 6 坑内比抵抗法電気探査の測線と解析比抵抗断面および帯磁率測定の結果 

  
高密度比抵抗法のデータに 2 次元解析を適用

し，探査深度に応じた精密な比抵抗構造を求め
た．その結果を帯磁率の測定結果とともに図 6
に示す．低比抵抗の領域と低帯磁率の領域が重
なる傾向が認められるが，これは熱水変質によ
り，岩石の比抵抗と帯磁率が低下したからと考
えられる． 
 また，IP法データの解析から求まった比抵抗
断面，充電率断面，正規化充電率断面を図 7 に
示す．この測線では，電極番号 11番付近に熱水
変質を伴った粘土脈が認められる．正規化充電
率断面では，この粘土脈に沿って高い異常値が
求まっており，比抵抗断面や比抵抗断面より明
瞭に地質構造の特徴を表していることがわかる． 
 「坑内精密電気探査技術の研究」は平成 21
年度で終了したが，平成 22年度からは「磁鉄鉱
と硫化鉱物を含有する岩石の電気的特性に関す
る研究」を開始した．IP法電気探査は斑岩銅鉱
床や酸化鉄銅金鉱床などの非鉄金属鉱床探査で
よく利用される．これは硫化鉱物が IP効果を持
つことを利用しているが，IP異常が観測された
ところで試錐をしても，硫化鉱物が見つからな
いことがしばしばある．その原因の一つとして，
磁鉄鉱の存在があげられる．そこで，磁鉄鉱と
硫化鉱物を含む岩石の電気的特性を調べ，それ
ぞれの鉱物が電気的特性に及ぼす影響を解明す
ることにより，IP法によって磁鉄鉱と硫化鉱物
を識別可能とすることを目的とした研究を開始
した． 

 

 
図７ 坑内 IP法の解析結果 
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 グループの研究紹介 
 
 

 
物理探査研究グループの紹介 -2010 年度- 

Exploration Geophysics Research Group, FY2010 Update 
 

物理探査研究グループ長：内田利弘 
Leader, Exploration Geophysics Research Group: Toshihiro Uchida 

Phone: 029-861-3840, e-mail: uchida-toshihiro@aist.go.jp 
http://unit.aist.go.jp/georesenv/explogeo/ 

 
１．グループの研究目的 
 本研究グループでは、放射性廃棄物地層処分、土
壌・地下水汚染、CO2 地中貯留、土木分野等の地圏
環境分野における地盤・岩盤の評価やモニタリング、
及び、地熱、鉱物資源等の資源分野における地質構
造調査に不可欠な物理探査技術の高精度化を目指
し、各種探査手法の技術開発と適用研究を行う。 
 平成 22 年度においては、放射性廃棄物地層処分
場選定における地質構造評価、土壌汚染・地下水環
境・土木分野等における浅部地質環境評価、CO2 地
中貯留における物理探査モニタリング、地熱貯留
層評価・地中熱利用への物理探査の適用、震源断
層評価への物理探査の適用等の研究を進めるとと
もに、技術シーズ開拓のための基盤的研究を進める。 
 
２．グループの概要 
1) グループ員 
 内田利弘（リーダー） 
 上田 匠 
 神宮司元治 
 中島善人 
 光畑裕司 
 横田俊之 
 安藤 誠（産学官制度） 
 
2) 平成 22 年度の主な研究予算 
 資エネ庁委託費「沿岸域塩淡境界・断層評価技術

高度化開発」 
 JNES 委託費「震源断層評価に係る地質構造調査の

高度化に関する研究」 
 環境省委託費「地中熱利用ヒートポンプシステム 

過負荷運転実証試験」 
 環境省委託費「温泉共生型地熱貯留層管理システ

ム実証研究」 
 共同研究費「柳津西山地熱地域における３次元 MT

法探査に関する研究」 
 運営費交付金「沿岸域地質・活断層調査」 
 運営費交付金「工業用地下水資源の再開発・合理

化研究」 
 など 
 
3) 平成 22 年度の研究の概要 

a) 地層処分場の地質構造評価 
 沿岸域の地質構造や塩淡境界を把握するための
物理探査技術として、浅海域を対象とする電磁探査
法の機器開発とデータ解析手法の研究、北海道幌延
地域における物理探査法適用調査、地層の物性を求
めるデータ解釈法の研究等を行う。 
b) 土壌汚染評価 
 油汚染サイトにおいて取得したデータの解析、試
料の分析を継続し、得られた比抵抗構造、電磁波反
射面分布、ダイレクトプッシュ原位置計測値等を総
合的に解釈し、汚染評価のための基礎情報を整理す
る。 
c) 浅部地質環境評価 
 核磁気共鳴（NMR）表面スキャナー装置について、
農業や工業製品への適用実験を行う。マルチ送信比
抵抗探査装置の改良を行う。発破液状化試験、空気
注入地盤改良等の比抵抗モニタリングについて検
討を進める。 
d) CO2地中貯留のモニタリング技術 
 物理探査（電磁探査等）による CO2貯留モニタリ
ング技術について海底電磁探査法等の数値実験に
よる検討を行う。CO2 のマイクロバブル注入技術お
よびモニタリング手法について基礎的検討を行う。 
e) 地熱資源・地中熱利用における物理探査 
 地熱発電所の貯留層構造把握や温泉のつながり
を評価する研究の一環として、いくつかの地熱地域
において３次元比抵抗調査を実施する。地中熱利用
における最適生産設計と環境影響予測のため、地盤
物性パラメタの評価技術、環境負荷のモニタリング
手法について検討を行う。 
f) 沿岸海域における地質・活断層調査 
 沿岸域の物理探査データ空白域を補い、海陸にわ
たる地質・断層構造を把握する探査法について検討
する。北海道苫小牧地域の陸域で反射法調査を実施
する。 
g) 物理探査技術の基盤的研究 
 物理探査による地下構造の高精度イメージング
をめざす技術開発として、海底資源探査に向けた電
気・電磁探査データ解析法の基礎研究、震源断層評
価のための物理探査適用法の基礎研究、豪州におけ
る地殻構造調査のデータ解析を実施する。 
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３．平成 22 年度の主な進捗状況 
 
1) 地層処分場の地質構造評価 
a) 沿岸域を対象とする物理探査技術開発 
 放射性廃棄物地層処分において、沿岸域の地質構
造と地下水環境（塩分濃度等）を把握するための物
理探査手法の整備が必要とされている。そのため、
本研究では、浅海域を対象とする電磁探査法の機器
開発および２次元・３次元データ解析手法の研究を
進めるとともに、北海道幌延町のモデルフィールド
において、地震探査・電磁探査等の探査手法の適用
研究を行う。 
 平成 21 年度には、浅海用海底電磁探査法の機器
改良と幌延浅海域でのデータ取得試験、陸域での反
射法地震探査ならびに電磁探査法（MT 法）補足調査
を行った。調査位置を図 1に示す。 
 海底電磁探査法については、平成 19 年度から開
発中の浅海用測定装置の改良と水槽実験を行って
正常な動作を確認した後、幌延町の浅海底での適用
試験を実施した（図 2）。その結果、実海域でも正
常に測定が行えることを確認したが、波浪に起因す
る装置の揺動ノイズが大きく、測定データの品質は
不完全であった。平成 22 年度には、さらに改良を
加えるとともに、測定仕様を見直して、データ品質
の向上を図った。陸域 MT法測定データ（測線 A）と
海域の４測点のデータを合わせて海陸接合の２次
元構造解析を行った結果を図 3に示す。 
 陸域の反射法地震探査は、深さ 2000m 程度までを
深部を対象とする P 波反射法と、深さ 100m 程度ま
での極浅層の構造を求める S波反射法（ランドスト
リーマー使用）を実施した。測線は、沿岸部の浜里
地区で掘削中の調査井付近を起点とし、東に、S 波
は約 5km、P 波は約 8.5km の測線長で設定した。P波
反射法の解析結果を図 4に示す。 
 

 
図 1：北海道幌延町の沿岸域モデルフィールドにおける平
成 21年度までの物理探査調査位置図。平成 22年度には、
海域における電磁探査調査を実施する。 
 
b)物理探査データ解釈法の研究 
 物理探査や物理検層データから、地層の地質環境
特性（間隙率、塩分濃度、力学的物性等）を定量的
に推定する手法を開発する。岩石を大小二種類の球
状粒子（砂・粘土粒子）で表現する二粒子モデル理
論を適用し、弾性波速度と電気伝導度を解釈する手

法の開発を進めた。幌延地域において実施された陸
域電磁探査（MT 法）解析結果に上記解釈法を適用し、
第四紀地層（更別層）の間隙水電気伝導度分布を推
定した（図 5）。 
 

 
図 2：開発中の海底電磁探査装置の外観 

 

 
図 3：陸域の MT 法測線 A(平成 19 年度)と海域 4測点のデ
ータを用いた比抵抗構造 2次元モデル（カラー表示）。既
存反射法データ（石油公団）による地層境界解釈（黒線）
を重ねて表示。海域のデータを加えることにより海岸線
近傍のモデルの信頼性が向上し、海底下浅部の比抵抗構
造も求めることができた。ただし、海域データの品質は
十分でないので、深部の比抵抗値の信頼性は低く、今後
平成 22 年度のデータを加えた解析を行う。 
 

 
図 4：陸域 P 波反射法（平成 21 年度）のマイグレーショ
ン深度断面図（白黒表示）に石油公団の既存反射法断面
の地層境界解釈結果（赤線）を重ねて表示。各地層内の
詳細な層構造を追跡することができる。既存反射法断面
の解釈は H21 反射法結果と少し異なる箇所があり、今後
さらに解釈を進める必要がある。 
 

 
図 5：MT 法の比抵抗解析結果をもとに解釈して得られた
更別層の間隙水の電気伝導度分布 
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2) 土壌汚染評価 
 地表からの物理探査や原位置計測によって、電気
物性等の分布から油汚染土壌を評価する手法につ
いて検討するため、油分汚染モデルフィールドにお
いて、これまで3次元電気探査、電磁マッピング法、
地中レーダ等による調査を実施した。また、ダイレ
クトプッシュ型貫入プローブを用いた深さ数mまで
の原位置計測、土壌・地下水サンプリング等を実施
した。取得したサンプルについては、電気物性、X
線 CT、NMR 等の計測を行った。それらの結果を総合
して、油汚染に対する効果的な物理探査調査手法の
検討を進めている。 
 
a) 3 次元電気探査と原位置計測 
 油分汚染サイトにおいて実施したダイレクトプ
ッシュ型貫入プローブ計測の実施箇所と3次元電気
探査（比抵抗探査）の結果を図 6に示す。また、そ
のうち、4 地点について、ダイレクトプッシュ型原
位置計測による地盤の電気伝導度と揮発性成分
（FFD）の測定結果を図 7に示す。FFD によって油汚
染の存在が確認された地点および深度と、3 次元電
気探査で得られた低比抵抗異常が良い相関を示す
ことが確認された。次に、4 つの孔井でサンプリン
グした地下水の分析結果を表 1に示す。汚染が検出
された孔井（A-5, 12, 17）の間隙水は、油汚染が
検出されなかった孔井（A-14）に比べると、3 倍か
ら 5倍の電気伝導度を示すことがわかる。間隙水が
高い電気伝導度を示す原因としては、微生物による
油分（有機物）の分解等が考えられる。間隙水の電
気伝導度が高い箇所は3次元電気探査による低比抵
抗異常と良い相関を示す。 
 
b) 核磁気共鳴法による土壌汚染の評価 
 核磁気共鳴(NMR)法では、水分子と油分子の粘性
の違いに起因するプロトン横緩和時間の差異を利
用することで、油で汚染されたコアの部位を非破壊
で検出できるポテンシャルがある。そこで、油で汚
染されたサイトから採取した土壌コアサンプルに
対して NMR 法計測を実施した。調査サイトは粗～中
粒砂の砂質地盤で構成されており、計測に用いたコ
アは深度 0～4 m の区間のサンプルである。なお、
地下水位は深度約 1 m である。 
 永久磁石を搭載した低磁場核磁気共鳴装置（図 8）
にコアを装填し、プロトン緩和波形を 2.7MHz の共

鳴周波数で計測した。指数関数的に減衰する横緩和
波形の初期振幅を横軸に、横緩和時間を縦軸にプロ
ットしたものが図 9である。油汚染の無い部位（間
隙流体が低粘性の水分子）のデータのトレンド（図
中の水色のゾーン）と、油汚染のある部位（間隙流
体が高粘性の油分子）のデータ点群とを、1 つのデ
ータ点を除いて識別することに成功した。このよう
に、NMR 法は、封印されたコアの汚染部位に関する
情報を非接触非破壊で簡便に示してくれるので、ガ
スクロなどのコア開封後の時間のかかる様々な分
析の前段階として大変有益な手法である。 
 

 
図 6：油汚染サイトにおけるダイレクトプッシュ型貫入プ
ローブ計測および土壌サンプリング実施箇所、および、3
次元電気探査の解析結果（深度平面図） 
 

 
図 7：ダイレクトプッシュ計測による地盤の電気伝導度と
FFD 結果 

 
表 1：地下水サンプルの電気伝導度と各種分析結果 
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図 8：核磁気共鳴分析装置(土壌コアを計測中) 

 

 
図 9：核磁気共鳴データによる汚染部位と清浄部位の識別 
 
3) 物理探査技術の基盤的研究 
a) 汎用な水平多層構造数値計算手法の開発 
 近年注目が高まっている海底下構造の探査につ
いて、海底下浅部の比抵抗探査を目的とした海底電
気探査法の適用と、そのデータ解析手法について研
究を進めている。本研究では、浅海から深海におい
て、水平、垂直、傾斜など様々な電極配置による測
定に対応する汎用性を備えた解析計算プログラム
の作成、精度検証を行った。また、海底における鉛
直型電気探査の実測試験を行い、測定データを再現
する応答を数値計算により確認した（図10, 図 11）。 
 
b) 豪州における電磁探査法適用研究 
 豪州ビクトリア州政府の進める鉱物資源調査研
究 Gold Undercover イニシアティブに協力し、豪州
モナッシュ大学、産総研、韓国 KIGAM の共同研究と
して、2007 年および 2008 年に同州中部（Bendigo
市周辺）において MT 法調査を実施した。 
 2 次元解析の信頼性を向上させるため、スタティ
ックシフトを未知数とできるように既存解析プロ
グラムを改良した（図 12）。MT 法測点と同じ場所で
TEM 法測定が実施されスタティックシフトが推定さ
れているが、今回のインバージョンによるスタティ
ックシフト推定値は、多くの測点でそれらと整合性
の高いことが認められた。 
 

 
図 10：海底電気探査概念図(探査船からの電極ケーブル直
接曳航や ROV を用いた電極展開) 
 

 
図 11：鉛直 3 極配置を用いた(a) 3 層構造モデルにおい
て、低比抵抗(0.1ohm-m)の第一層層厚を 1m から 100m ま
で変化させた場合の(b)電位応答と(c)見掛比抵抗。 
 

 
図 12：（上図）豪州ビクトリア州中部で測定された MT 法
データについて、TE・TM モードの見掛比抵抗・位相とテ
ィッパーを用いて解析を行った 2 次元比抵抗モデル。地
下の比抵抗構造に加え、スタティックシフトも未知数と
した。（下図）2 次元解析によって推定したスタティック
シフト（TE・TM モード）（緑線）と、MT 法と同じ測点で
行った TEM 法データによって推定したスタティックシフ
ト（赤線）の比較。 
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Outline of the Resource Geochemistry Research Group 
 

Leader, Resource Geochemistry Research Group: Takayuki Sawaki 
Phone: 029-861-3707, e-mail: t-sawaki@aist.go.jp 
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グループの研究紹介 
 

 
 

地圏化学研究グループの研究概要 
Outline of the Resource Geochemistry Research Group 

 
地圏化学研究グループ長：佐脇貴幸 

Leader, Resource Geochemistry Research Group: Takayuki Sawaki 
Phone: 029-861-3908, e-mail: res_geo_x@m.aist.go.jp 

 
1．グループの研究体制・研究方針 
 当グループは，地球化学，石油地質学，岩石・
鉱物学等を専門とする研究者で構成されている．
この体制により，燃料資源，非金属鉱物資源・材
料及びこれらに関連する地圏流体についての地質
学的・地球化学的・鉱物学的解析を通して，燃料
資源の成因解明・開発，環境保全，製品化等に資
する研究を進めていくことをグループの目標とし
ている．また，これらの研究課題に関して，研究
機関としての価値ある研究成果を上げる（論文，
学会発表，特許等）のみならず，産総研外部要請
への対応，精度の高い情報の発信，研究成果の普
及等を推進することを基本理念としている． 

 
2．グループ員及び研究項目等 
1）グループ員 
佐脇貴幸（グループ長），猪狩俊一郎，金子信行，
鈴木正哉，末益 匠（2009 年 10 月 1 日～），前
川竜男，須藤定久（客員研究員）および契約職員 

 
2）研究項目 
○運営費交付金による研究  
・ 地圏化学の研究      
・ 関東平野における水溶性天然ガスの地質・地化
学的調査研究  

○受託研究 
・ 加温機排気中の CO2 の効率的回収貯留システ
ムとその園芸作物への活用技術の開発（農林水
産省受託研究） 

○共同研究 
・ 関東南西部の温泉に付随する可燃性天然ガス
に関する地質学的・地球化学的研究 

・ 工業用ハスクレイにおける実用化レベルの合
成および疎水性揮発性有機化合物用吸着剤に
関する研究 

・ ハスクレイの生体毒性評価に関する研究 
・ ガス化合成液体燃料製造用触媒の開発 
・ 気中に含まれる親水性有機溶剤の分離・回収に
関する研究 

・ 製鉄所において発生するガスにおける二酸化
炭素吸着分離剤に関する研究 

・ ハスクレイ材料のデシカント空調部材への応
用に関する研究 

・ 環境試験機におけるナノチューブ状アルミニ
ウムケイ酸塩（イモゴライト/ハスクレイ）を
使用したデシカントローターの利用に関する
研究 

・ 植物工場における二酸化炭素利用システムに
関する研究 

・ 工業用ハスクレイの内装建材への応用に関す
る研究  

 
3）主な研究設備 
N ガスハイドレート合成実験装置 
N ガスクロマトグラフ 
N ガスクロマトグラフ燃焼同位体質量分析計 
N イオンクロマトグラフ 
N 流体包有物温度測定装置 
N 流体包有物ガス分析装置 
N ハスクレイ合成装置 
 
3．平成 22年度の研究計画と平成 21年度~22年度
前期までの研究進捗状況 
1) 関東平野における水溶性天然ガス鉱床の分布
に関する地質・地化学的調査研究（部門重点研究） 
 

 
図 1 南関東ガス田の概念図 

 
南関東ガス田（図 1）が日本最大の水溶性天然

ガス（メタン）資源の賦存地域であることを踏ま
え，将来にわたる資源の安定供給に資するために，
関東地域における水溶性天然ガスの賦存状況に関
わる正確な地質学的情報を把握することを目的と
する．なお，本研究を進めるに当たっては，燃料
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資源地質研究グループ，地圏微生物研究グループ
と連携している． 
 本研究は，平成 20年度から 3年計画で開始され
た．これまでに，文献調査と関係機関への聞き取
り調査に基づき，南関東ガス田分布域以外にも天
然ガス（メタン）がさまざまな層準に存在してい
ることを明らかにするとともに，関東地方におけ
る天然ガスの存在形態，分布等に関して情報を整
理した．それらの情報に基づき，群馬県，栃木県，
茨城県，埼玉県，東京都，千葉県下のガスを付随
する温泉井及びガス井をピックアップし，実坑井
での水・天然ガス採取を行い（図 2），天然ガスや
地層水についての化学分析，水素・炭素・酸素の
同位体分析を行っている．また，神奈川県につい
ては，神奈川県温泉地学研究所との共同研究に基
づき，データの解析を行っている． 
 

 
図 2 温泉水・ガスの採取 

 
本研究の開始以前にも，当研究グループ員によ

って既に南関東ガス田の研究は進めてきていた
(例えば，金子ほか, 2002)が，その結果では，南関
東ガス田のメタンの炭素同位体比・水素同位体比, 
及びメタン/（エタン+プロバン）比のデータから，
「南関東ガス田のメタンは，CO2と H2，H2Oから
アーケアが生成した微生物起源ガスである」と結
論付けている．今回の研究にて採取した様々な試
料についても，それらのデータには既研究と同じ
傾向が認められ，関東平野各地域の堆積盆内で確
認されたメタンガスは，基本的には微生物起源で
あることが推定された．ただし，採取地点毎にそ
のデータのばらつきが大きく，地域に応じた多様
な形成プロセスがあることが推測された．なお，
茨城県北部や群馬県の一部の温泉では，熱分解性
のメタンガスも認められた． 
また，南関東ガス田地域内だけではなく，堆積

物が厚く堆積している堆積盆内でもメタンが存在
すること（図 3），及び先新第三系では熱分解起源
の天然ガスが検出される場合があることから，地
質学的背景を考慮した情報の整理と提示が必要で
あることがより明瞭となった． 
以上の研究データを踏まえると，南関東ガス田

全体のメタンガスの性状をより詳細に解明するた
めには，特に房総地域において鉱床の形成過程を
明らかにし，過飽和状態でのガスの移動を考慮す

べきであり，移動したガスの再溶解と天水の侵入
による鉱床の破壊過程を地化学データの解析から
正しく認識する必要がある．  

 

 
図 3 高橋(2008)による基盤深度を入れたシームレス地質図 
 
現在，温泉の泉質（Na, Cl 濃度等）及び地下の

地質情報との対比に基づいて，メタンガスの起源
とその後の変遷についてより詳細な解析を進めて
いるところである． 
 
2) 燃料資源に関わる地化学的成因研究，資源評価  
南関東ガス田以外のガスハイドレート，水溶性

天然ガス，石炭起源天然ガス等の燃料資源に関わ
る地球化学的実験・分析に基づく研究を進め，そ
れらの成因，資源評価，賦存状況の把握等を行う
ことを目的としている．  
この中で，まずガスハイドレートの地化学的成

因評価研究として，ガスハイドレートの安定性を
考察するため，アルコール類，アセトン等溶存成
分がガスハイドレート相平衡条件に及ぼす影響を
実験的に測定した．その結果，メタノール，エタ
ノールはガスハイドレート生成阻害効果があるの
に対し，プロパノールにはメタンに対しガスハイ
ドレート生成促進効果もあることがわかった．ま
た，アセトンはメタンに対しては生成促進効果が
あるが，プロパンに対しては生成阻害効果が見ら
れ，ガスハイドレート生成に対する生成阻害・促
進効果は，ガス種や水溶液濃度に依存することが
わかった． 
 次に，石炭起源天然ガス，コールベッドメタン
の起源を明らかにすること，および石炭のガス吸
着能力と炭質の関係を実験等で明らかにすること
を目標とし，多孔質物質へのガス吸着能測定，す
なわち水存在下でのガス吸着特性を検討するため
の実験に着手している．また，液相へのガス溶解
度の測定のための実験手法を確立し，水または塩
水へのメタン溶解度を測定した．平成 21年度には，
多孔質物質として活性炭を用い，水を充填した試
料について窒素，二酸化炭素を吸着させる実験を
行った．その結果，乾燥試料と比較して水充填試
料の場合は，窒素の吸着量が大きく減少したのに
対し，二酸化炭素の場合は，低圧では吸着量が減
少するものの，高圧での飽和吸着量は変わらない
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ことがわかった． 
さらに，ヨウ素 129 年代値に縛られていた天然

ガス（メタン）成因論から脱却し，海溝充填堆積
物および前弧海盆堆積物でのメタン生成に注目し
た前弧域でのメタンの濃集機構について検討した．
その結果，南関東ガス田や東海�四国沖のメタン
ハイドレートに代表されるメタンの濃集は，堆積
物中に取り込まれた間隙水が，付加体の形成と斜
面・前弧海盆での堆積による圧密を受けて浅部に
溜まり続け，それと同時に微生物によるメタン生
成が継続したことによると考えられた．また，ハ
イドレートの形成は，付加体の成長に伴う隆起に
より減圧され，間隙水がメタンに過飽和になった
ことによると考えられる．  
 
3) 非金属鉱物資源に関わる地化学・地質学・岩石
学的研究 
骨材資源や粘土鉱物等の非金属鉱物資源の産状，

分布，成因，及びその工業的利用（材料）等にか
かわる現地調査・実験を行い，資源の安定供給と
製品化に資する研究開発を実施している．また，
岩石・鉱物と地圏流体との関係を地球化学・地質
学・岩石学的手法により明らかにする研究を進め
ることを目的としている． 
平成 20年度にプ

レスリリースした
ハスクレイ（図 4）
については，気体
（水蒸気，二酸化
炭素等）の吸脱着
に優れている無機
多注目され，結露
防止，デシカント空
調，二酸化炭素回収
等の目的に利用されることが期待されている．ま
た，産総研外部からの注目も高く，現在，様々な
企業及び研究機関との共同研究を進めている。こ
のために，産総研内部の研究体制として，サステ
ナブルマテリアル研究部門とのユニット間連携研
究，その大量合成法の研究開発とともに，その用
途・市場の拡大化に資する研究開発を進めている
ところであるが，以下にはそのうちの代表的な研
究実施例について示す．  
平成 22年 7月には，農林水産省の公募型受託研

究として，「加温機排気中の CO2の効率的回収貯留
システムとその園芸作物への活用技術の開発」が
採択された．これは，施設園芸における収量増大・
品質向上を目的とした CO2施用にハスクレイを用
いることで，加温機の排気中の二酸化炭素を効率
よく回収貯留し再利用可能な，施設園芸用省エネ
型 CO2施用システムとその活用技術を開発しよう
というものである（図 5）． 
ここで解決すべき問題となるのは，加温時に発

生する排気中の CO2 を再利用するにあたって，
NOxや SOxなど植物の生育に悪影響を及ぼす有害
物質の低濃度化と，CO2 の回収貯留である．本研

究開発では，ハスクレイを用いることで，排ガス
中の有害物質を効率よく低濃度化するシステムを
構築するとともに，装置の小型化および運転にか
かるエネルギーの低減を主目的とした省エネ型
CO2 回収貯留システムを構築し，その適用による
園芸作物の増収・高品質化を実証するものである． 

 

 
図 5 新しい CO2施用システムの概念図 

 
なお，平成 21年度以降，ライセンス契約実施に

よるハスクレイの販売開始，共同研究や試料提供
などを通じてハスクレイの製品化を進めるととも
に，展示会や産総研オープンラボ出展等の場での
普及活動に努めた． 

 
4) 地圏化学の基礎的研究 
地圏資源・環境に関する新規研究課題の探索，

新しい地化学的技術の開発等，萌芽的・共通基盤
的研究を行うことを目的とする． 
平成 21年度後半以降の研究成果としては，CO2

の地中貯留に関わり，CO2 のハイドレート相平衡
条件，溶解度等を実験的に測定した．メタンに対
してはハイドレート生成促進剤となるプロパノー
ル，アセトンを用いて相平衡実験を行った結果，
CO2 に対しては生成阻害効果を示すことがわかっ
た． 
また，ハスクレイおよび多孔質材料について，

特に二酸化炭素吸着に関し，細孔径分布や細孔形
状との関係を含めた検討を行った結果，二酸化炭
素に対しては水蒸気と異なる吸着サイトが存在す
るとともに，吸着状態も水蒸気の吸着と異なるこ
とが明らかとなった． 
 
4. 2009年 9月～2010年 8月の研究成果（波線部
がグループ員） 
【誌上発表（論文，著書等）】 
Ishikawa, K., Akasaka, T., Nodasaka, Y., Ushijima, N., 

Kaga, M., Abe, S., Uo, M., Yawaka, Y., Suzuki, M. 

and Watari, F. (2009) Physical properties of 

aluminosilicate nanotubes, imogolite, as scaffold 

and effect on osteoblastic mineralization. Nano 

Biomedicine, 1, 109-120. 
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グループの研究紹介 
 
 
 

地圏微生物研究グループの紹介 
Introduction of the Geomicrobiology Research Group 

 
地圏微生物研究グループ長：坂田 将 

Leader, Geomicrobiology Research Group: Susumu Sakata 
Phone: 029-861-3898, e-mail: su-sakata@aist.go.jp 

 
１．グループの研究目的 
 地圏における微生物の分布と多様性,機能,活
性を評価することにより,元素の生物地球化学的
循環に関する基盤的情報を提供するとともに,資
源開発,環境保全や地圏の利用に資する研究を行
う.当研究部門の戦略課題「低環境負荷天然ガス
資源の評価・開発技術」,「地下微生物を活用し
た地圏環境リスク管理技術の研究」に取り組み,
油ガス田等に生息する微生物の活動（メタン生成,
消費,石油炭化水素分解）の実態解明を目指す. 
 
２．グループの研究資源（22 年度） 
１）グループ員 
研究スタッフ 
 坂田 将（リーダー）,古宮正利, 
 竹内美緒,眞弓大介（特別研究員）, 
 徐 維那（特別研究員） 
テクニカルスタッフ 
 氏家知子,小神野良美,執印訓子, 
 張 華,三浦直子 
２）予算 
運営費交付金 
「地圏微生物の研究（地質）」 
「地圏微生物の研究（エネルギー）」 
「天然ガスの分布・成因に関する調査研究」  
委託費 
「メタン生成・消費微生物群の分離培養と動態 
 解析ツールの開発」（科研費） 
「陸域における微生物による嫌気的メタン酸化 
 プロセスの解明」（科研費） 
「放射性廃棄物処分安全技術調査等のうち地層 
 処分に係る地質情報データの整備」（NISA） 
「幌延変動観測調査」（JNES） 
共同研究費 
「安定同位体トレーサ法による油層内微生物の 
 原油分解メタン生成経路の評価に関する研 
 究」（INPEX 帝石（株）） 
「メタン溶存天然水を用いた有機塩素化合物に 
 よる汚染地下水の浄化工法の実用化に関する 
 研究」（（株）テクノアース） 
 
３．グループの特色 
 有機・生物地球化学,微生物生態学を専門とす

る研究者で構成され,坑井等からの各種地下試料
（堆積物,岩石,水,ガス,油等）の採取と,化学・
同位体分析,好気・嫌気微生物培養,同位体トレー
サー実験,遺伝子解析等を通じて,地圏微生物の
活動に関する基盤的情報を提供する.燃料資源地
質・地圏化学研究グループ,生物プロセス研究部
門,INPEX 帝石（株）,（株）テクノアース,放射線
医学総合研究所,JOGMEC 等と連携し,水溶性天然
ガス・メタンハイドレート（MH）の成因解明や有
効利用,枯渇油田の天然ガス再生技術検討を重点
的に進める. 
 
４．21 年度後期-22 年度前期の研究進捗状況 
１）メタンハイドレート成因解明のための生物地
球化学的研究 
・ カスカディア・マージンの 2 地点（MH 分布域
の内と外）から採取されたコア試料のラジオト
レーサー実験の結果,MH の有無に関わらず同程
度のメタン生成活性が検出され,表層近くより
深部で高い活性が検出された.メタン生成経路
は炭酸還元が酢酸分解よりも顕著であった（図
1）. 

・ 海底深部地下を模擬した高圧条件で,蟻酸を基
質として水素資化メタン生成菌を培養し,メタ
ン生成に伴なう同位体分別を評価した. 

 

 
図 1.カスカディア・マージンの 2地点における 

海底微生物のメタン生成活性の分布 3） 
 
２）在来型天然ガス資源の成因解明のための生物
地球化学的研究 
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・ 千葉県水溶性ガス田における地下微生物のメ
タン生成活性や生成経路,宮崎県，静岡県水溶性
ガス田の天然ガスの起源について検討を進め
た. 
 
３）地下微生物を活用した地圏環境リスク管理技
術の研究 
・ 企業との共同研究として天然ガス田地域のメ
タン溶存地下水を利用した地下水汚染のバイ
オレメデイエーション技術の実用化向け,現地
調査を行った. 

 
４）油層内微生物のメタン生成経路に関する研究  
・ 秋田県八橋油田のかん水を原油とともに油層
の温度・圧力条件で培養した結果,主に酢酸酸化
� 炭酸還元経路でメタンが生成されることを
見出した（図 2）. 安定同位体トレーサー法に
よる原油炭化水素からのメタン生成経路の解
明を目指し,新たに山形県新堀油田からかん水
と原油を採取した。. 

 

 
図 2.八橋油田の油層水の培養に伴なう 

メタンと酢酸の濃度変化 5） 
 
５）堆積岩地域の水文地質データの評価手法に関
する調査  
・ 堆積岩地域における深部掘削で得られる柱状
試料の脂質バイオマーカー分析を進めるとと
もに，新たに地下水の濾過で採取されるバクテ
リアや古細菌の脂質バイオマーカーを分析す
る手法を検討した. 

 
６）メタン生成・消費微生物群の分離培養と動態
解析ツールの開発 
・ 南海トラフの海底メタン冷湧水堆積物に含ま
れる古細菌起源の脂質とメタンの炭素同位体
比の関係について解析を進めた. 
・ 陸域地下圏からメタン生成菌を分離し,その
性質を解明した. 
・  
７）陸上地下圏における微生物による嫌気的メタ
ン酸化の解明のための地球化学・微生物学的アプ
ローチ 
・ 関東平野の沖積層コア試料について，DNA/RNA
を用いた微生物相解析を実施し,嫌気的メタン
酸化古細菌が陸域地下圏にも生息しているこ
とを解明した. 

８）基礎的研究 
・ レーザーラマン顕微鏡と安定同位体を用いた
微生物の１細胞レベルでの機能特定法を確立
し,微生物集積培養系への適用を試みた. 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3.一細胞のラマンスペクトル（B.subtilis） 

５．主な論文成果 
1. Yoshioka H., Sakata S., Cragg B., Parkes J., Fujii T. 

(2009) Microbial methane production rates in gas 
hydrate-bearing sediments from the eastern Nankai 
Trough, off central Japan. Geochemical Journal 43, 
315-321. 

2. Maeda H., Miyagawa Y., Kobayashi H., Sato K., Sakata 
S., Mochimaru H., (2009) Development of microbial 
conversion process of residual oil to methane in depleted 
oil fields. SPE 122573. 

3. Yoshioka H., Maruyama A., Nakamura T., Higashi Y., 
Fuse H., Sakata S., Bartlett D. H. (2010) Activities and 
distribution of methanogenic and methane-oxidizing 
microbes in marine sediments from the Cascadia Margin. 
Geobiology 8, 223-233. .  

4. Mayumi D., Yoshimoto T., Uchiyama H., Nomura N., 
Nakajima-Kambe T. (2010) Seasonal change in 
methanotrophic diversity and populations in a rice field 
soil assessed by DNA-stable isotope probing and 
quantitative real-time PCR. Microbes and Environments 
25, 156-163. 

5. Mayumi D., Mochimaru H.,Yoshioka H., Sakata S., 
Maeda H., Miyagawa Y., Ikarashi M., Takeuchi M., 
Kamagata Y. (2010) Evidence for syntrophic acetate 
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field (Japan). Environmental Microbiology (in press). 

6. Waki M., Yasuda T., Suzuki K., Sakai T., Suzuki N., 
Suzuki R., Matsuba K., Yokoyama H., Ogino A., Tanaka 
Y., Ueda S., Takeuchi M., Yamagishi T., Suwa Y. (2010) 
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Bioresource Technology 101, 2685-2690. 

7. Machida I., Suzuki Y., Takeuchi M.(2010) The 14C age 
of confined groundwater in sandy-muddy Pleistocene, 
Chapter 6 in International Association of Hydrologists 
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グループの研究紹介 
 

 

 
鉱物資源研究グループの紹介 

Introduction of the Mineral Resources Research Group 
研究グループ長：高木哲一 

Leader, Mineral Resources Research Group: Tetsuichi Takagi 
Phone: 029-861-3926, e-mail: takagi-t@aist.go.jp 

 
１．グループの研究目的と構成 
鉱物資源研究グループは，陸域の鉱物資源を

対象とした資源探査・評価など資源開発におけ
る最上流部に関わる研究を実施している．現在
5名の職員と 8名の契約職員・客員研究員が所
属している．ここでは当グループの研究内容を，
金属資源，非金属資源，鉱物資源情報，分析技
術開発の４つに分けて紹介する． 
研究メンバー構成 
高木哲一(グループ長) 
村上浩康 
大野哲二 
実松健造 
星野美保子 
昆 慶明(産総研特別研究員, PD) 
堀内 悠(産総研特別研究員, PD) 
西村光史(テクニカルスタッフ) 
恒松麻衣子(テクニカルスタッフ) 
奥村公男(客員研究員) 
平野英雄(客員研究員) 
神谷雅晴(客員研究員) 
寺岡易司(客員研究員) 

 
２．金属資源の研究 
かつて日本国内には多くの金属鉱山が稼行して
いたが，高度成長期以降に鉱量枯渇，採掘コスト
の増大などの理由で次々と閉山し，現在は少数の
金鉱山だけになってしまった．それ以降，日本は
産業活動に必要な金属資源のほとんどを海外から
の輸入に依存するようになった．ところが，中国
などの新興国の急成長，2004年以降金属資源の価
格の急激な上昇，少数国やメジャー企業による資
源の寡占化などにより，鉱物資源(特にレアメタル)
を公正な価格で自由に輸入できない現象が起こり
始めた．そこで，日本では官民の総力を挙げて海
外金属資源の権益を確保する必要性が出てきた．
鉱物資源研究グループは海外の金やベースメタル
(銅，鉛，亜鉛など)鉱床の他に，最近はインジウム
や希土類元素(ランタノイド，Sc，Y)といったレア
メタル資源の調査に力を注いでいる．特に需給が
逼迫している希土類元素は，高性能モーター等に
不可欠な金属だが，ほぼ全量を中国からの輸入に
頼っている(Scはロシアの輸入が大部分を占める
と推測される)．しかし，最近の価格高騰や輸出規

制でその安定供給がますます危ぶまれている．そ
のため，当グループでは世界各地で中国に替わる
希土類鉱床を求めて，一部は民間企業や石油天然
ガス・金属鉱物資源機構と共同で調査研究を実施
している． 
最近の研究では，アルカリ岩中に産するジル

コン[(Zr,HREE)SiO4]の新たな重希土類として
のポテンシャルを評価するために，カナダのト
アレイク鉱床で調査を行った(写真１，２)．ジ
ルコンは重希土類を若干量含む普遍的な鉱物で
あるにも関わらず，物理的・化学的耐性が強い
ためにこれまで希土類資源として注目されなか
った．しかし，アルカリ岩に伴う熱水変質を被
ったジルコンは結晶構造が比較的弱く，酸・ア
ルカリによる分解が可能であることが分かって
きた．将来の新たな希土類資源となることを目
指して，現在，抽出実験による希土類の回収や，
変質したジルコンの鉱物学的特徴を調べる研究
を行っている． 

 
写真 1 カナダのトアレイク希土類鉱床での調査風景． 

 
写真２ トアレイク鉱床の希土類鉱石．軽希土類に
富む鉱石(左)の他に，重希土類に富む鉱石(右)が産出
するため資源として重要である． 
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写真３ モンゴル南部ゴビ砂漠にあるムシュガイハ
ダッグ希土類鉱床での調査風景． 
 

 
写真４ ムシュガイハダッグ鉱床の希土類鉱石の電
子顕微鏡写真(反射電子像)．灰色部がリン灰石で白
色部がモナズ石． 
 

 
写真５ ミャンマーでのイオン吸着鉱の調査風景． 

 

 
写真６ マレーシアでのイオン吸着鉱の調査風景． 

 
写真７ 南アフリカとの共同研究についての会議． 
 
モンゴルでは，ゴビ砂漠にあるムシュガイハ

ダッグ鉱床の調査を行った(写真３)．この鉱床
はマグマ性のリン灰石と磁鉄鉱を鉱体としてい
るが，同時に希土類資源とのポテンシャルを持
つことが分かった．鉱石鉱物がリン灰石のみな
らばあまり希土類には富まないが，この鉱床で
は熱水性のモナズ石[(REE,Th)PO4]がリン灰石
の結晶中や粒間に産出しており(写真４)，希土
類鉱石となることが分かった．鉱体によって希
土類鉱石の品位はばらつきがあるため，高品位
鉱体の分布状況を把握するための調査・研究を
行っている．また，周辺地域にある同様の希土
類鉱床の探査を進めている． 
東南アジア各国の花崗岩地域においてはイオ

ン吸着鉱の調査をしており(写真５，写真６)，
その結果，イオン吸着鉱の成因，分布，探査の
方法について徐々に明らかになってきた．イオ
ン吸着鉱とは，風化花崗岩が希土類元素を吸着
した鉱石であり，電解質溶液を用いたイオン交
換によって希土類元素を回収できるという特徴
を持つ．希土類鉱物は一般に風化・変質に対す
る耐性が強いが，希土類炭酸塩や希土類珪酸塩
の方がモナズ石などの希土類リン酸塩よりも分
解しやすいと考えられる．そのため，希土類炭
酸塩・珪酸塩を含む花崗岩が適度に風化すると，
イオン吸着鉱は形成しやすいということが分か
ってきた．希土類資源に適する品位を持つイオ
ン吸着鉱は，風化の程度だけでなく花崗岩の地
球化学的特徴によっても支配されるため，広域
的な花崗岩の分布からイオン吸着鉱の産出しや
すい場所を推測可能と考えられる． 
この他にも，鉱物資源の豊富な南アフリカに

おいても共同研究・調査が進行中である(写真
７)．その他，世界中の国々で様々なタイプの希
土類鉱床の資源ポテンシャル評価を行っている． 
 
３．非金属資源の研究 
 石灰石，窯業原料(粘土，長石，珪石など)，
採石・骨材などの非金属資源(工業原料鉱物)は，
一般に工場や消費地に近い国内鉱山で採掘され
ている．現在でも，全国で約 400ヵ所の非金属
鉱山が稼行している．しかし，鉱量枯渇，宅地

− 58 −



 

化や環境問題等により，良質な資源の確保が
徐々に難しくなっている．鉱物資源研究グルー
プでは，非金属資源を扱う数少ない公的研究機
関の１つとして，国内外の非金属鉱床の地質調
査・資源評価などその安定供給に役立つ研究を
実施している．現在は，建材用珪石資源の研究，
国内外ベントナイト鉱床の研究などを民間企業
と共同で実施している(写真８)． 
 

 
写真８ 国内のベントナイト鉱床の調査風景． 

 
４．鉱物資源情報の研究 
 海外の鉱物資源情報，とりわけ日本に近いア
ジア地域の情報を収集・解析することは，日本
の資源確保戦略を立案する上で非常に重要であ
る．鉱物資源研究グループでは，政府・鉱山業
界等の要請に基づき，アジア地域の地質図・鉱
物資源図，鉱物資源データベースなどの作成に
継続的に取り組んでいる．これまでに，300 万
分の 1東アジア・中央アジア地質図，300 万分
の 1 東アジア鉱物資源図を出版し，2010 年度
に 500 万分の 1 アジア地質図，2011 年度には
中央アジア鉱物資源図の出版を予定している．
また，ASEAN 各国で構築中の東アジア鉱物資
源データベースへの研究協力，既出版の 50 万
分の 1国内鉱物資源図の電子化などを実施中で
ある． 
 
５．分析技術開発 
 鉱物資源の研究を進める上で，鉱石や鉱物の
精度の高い分析は不可欠である．そのために，
鉱物資源研究グループでは，平成 21年度にレー
ザーアブレーション誘導結合プラズマ質量分析
装置(LA-ICP-MS)を導入した(写真９)．この分析
装置は，フェムト秒という極めて短い(＝エネル
ギー密度の高い)レーザーパルスを照射して試
料表面の微小領域を溶融させることなく一瞬で
粉砕し，発生した微粉末を ICP-MSに導入して
高精度で化学分析する装置である．現在，全岩・
鉱物分析ルーチンの開発や感度向上のための改
良を行っている．ICP-MS では溶液試料の分析
も可能であるため，イオン吸着鉱から抽出した
希土類元素などの定量分析も行っている．現在，
イオン吸着鉱の資源評価や効果的な希土類元素

抽出法の開発を行っている． 
鉱物資源の研究には，鉱物の産状の観察や，

鉱物を同定するための微小領域分析も必要不可
欠である．平成 21 年度には新たに粒子解析用
ソフトウェアとエネルギー分散型 X線分光分析
器(EDS)を備えた走査型電子顕微鏡(SEM)を導
入した．この装置では，EDSを用いて 1μm以
上の粒子の定性・定量分析が可能なだけでなく，
粒子解析ソフトウェアを用いて観察面の化学組
成やサイズなどが自動的に解析可能である(写
真１０)．この装置の利用により，鉱石鉱物のサ
イズや産状の把握がより正確かつ迅速に行える
ようになるため，鉱床のポテンシャル評価に多
いに役立つ． 
当グループではその他にも粘土鉱物の各種分

析ルーチンの確立・改良など，鉱物資源の評価・
研究に関する分析技術の開発を積極的に行って
いる． 

 

 
写真９ 鉱物資源研究グループ所有の LA-ICP-MS． 

 

 
写真１０ SEM による希土類鉱石の粒子解析の様子． 
 
 
６．今後の展望 
 鉱物資源の供給安定性に対する産業界の不安
が増大する中で，鉱物資源研究グループの役割
は益々大きくなるであろう．今後，高い学術的
レベルを維持しつつも，政府・関連業界などか
らの要請に迅速・正確に対応できる体制を目指
して行きたい． 
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Introduction of Experimental Geoscience Research Group 

 

Leader  Experimental Geoscience Research Group: Naoto TAKENO 
Phone: 029-861-3936  e-mail: n takeno@aist go jp 
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Genetic Model of the Minami-Kanto Gas Field 
Geological and Geochemical Restricts for Accumulation of Microbial Methane and Iodine 

 in Forearc Region  
 

Resource Geochemistry Research Group: Nobuyuki Kaneko 
e-mail address: nobu-kaneko@aist.go.jp 
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１．はじめに 
リチウムは二次電池製造分野における需要が
旺盛で，現在最も“活気のある”元素のひとつ
である．2008 年における世界のリチウム総生
産量（2 万 5 千トン：金属リチウム換算，以
下同じ）は 1990 年（5.7 千トン）の約 4 倍に
増加した（図１；USBM, 1991; USGS, 2010）．
リチウム二次電池の需要増とも相まって，

2000 年以降の年間リチウム消費量は年６％の
成長を示している（USBM,2008）．この需要拡
大に見合う「資源の安定供給」という天下御免
の旗印のもと，新たな商機を窺う企業に加え，
自国への利益誘導を目指す国家間の政策も錯綜
しながら，リチウム資源獲得競争が南米（ボリ
ビア，アルゼンチン），北米（米国），欧州（セ
ルビア・フィンランド）で繰り広げられている．
このうちウユニ塩湖を主体とするボリビアの未
開発資源量は 900 万トンと見積もられている
（USGS,2010）．この小文では，リチウム資源
の概要と，現在も活発に探査が行われているボ
リビアのウユニ塩湖の地質学的背景やその成因
について紹介する． 
２．リチウム資源 
現在までに確認されている世界全体のリチウ

ム埋蔵量は 990 万トン，未採掘分も含めると
2300 万トンと膨大で，将来のリチウム需要が年
3～5％増加しても，200 年分以上の埋蔵量があ
る． 
リチウム資源の供給源は，大陸内塩湖・かん水
や海水といった水圏資源と，リチウムに富む鉱
物を採掘する地圏資源とに２大別される（図２）． 

地 圏 リ チ ウ ム 鉱 床 で は ， リ チ ア 輝 石
（Spodumene：LiAlSi2O6）などが採掘対称となる．
主な生産国は中国，コンゴ，豪州，カナダ，ジ
ンバブエなどで，操業中の鉱山全体で 111 万ト
ンの埋蔵量がある．この他に豪州，カナダ，フ
ィンランド，セルビアで開発中の案件がある． 
３．リチウム鉱床の特徴 
リチウム資源はリチウム単体で生産される鉱

床が少ないという点にもある．地圏リチウム鉱
床はベリリウム，タリウムなどの副産物を伴う
ことが多く，水圏リチウム鉱床はカリウム肥料
やソーダ灰生産の副産物という位置づけである．
水圏鉱床ではリチウム濃度を 0.2％程度から
6％にまで濃縮する過程で 12～15 ヶ月の長期間
の蒸発工程を要する．かん水中のマグネシウム
濃度が高い場合は，含水マグネシウム塩と含水
リチウム塩とを分離する工程を繰り返し行い，
マグネシウムを除去する必要がある． 
４．ウユニ塩湖 
ウユニ塩湖は面積 3800 平方マイル（約 1 万

km2）以上，ペルー南部からボリビアを経てチリ
に跨るアンデス山脈の高原地帯（アルティプラ
ーノ）の標高 3,653m に位置している．アルティ
プラーノの年間平均降水量は 200mm～800mm で，
ウユニ塩湖の表面は，雨期（1 月～3 月）以外，
塩湖南東部を除いてほぼ干上がっており，白色
の“塩“で覆われている．干上がった湖面直下
10-20cm では，かん水が岩塩層中の空隙を満た
すように分布している．このかん水中に含まれ
る金属資源量はリチウムで 900 万トンの他，カ
リウム 1 億 9 千万トン，ボロン 800 万トン，2

図１ リチウム生産量の推移 

図２ リチウム鉱床の分布 
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億 1 千万トンのマ
グネシウムが推計
さ れ て い る
（ Risacher and 
Fritz, 1991）． 
ウユニ塩湖におけ
る表層岩塩層の最
大層厚は 11m で，
湖の北東部で最も

厚くなっている．この岩塩層は 10cm 程度の堅硬
な岩塩単層の繰り返しによって構成される（写
真１）．岩塩層は 90wt%以上の halite（NaCl）か
ら成り，少量から微量の石膏や砕屑物を含む．
表層岩塩層の空隙率は 30-40%で，岩塩層表面か
ら 10cm 以深の空隙はかん水によって満たされ
ている．岩塩層下位には不透水性の湖沼性堆積
物が認められ，岩塩層と幾重にも重なる互層を
成す（後述）．堆積物層は主に炭酸塩鉱物，石膏，
火山性砕屑物で構成され，粘土鉱物（スメクタ
イト及びイライト）は希である．空隙率は30-50%
と岩塩層(15-30%)に比べて高い． 
５．ウユニ塩湖のリチウム資源評価 
塩湖・かん水における経済的に採掘可能なリ

チウム資源量は岩塩層の層厚とその空隙率に大
きく影響を受ける(Warren, 2010)．アタカマ塩
湖では湖面から 35m まで連続する岩塩層に空隙
が認められ，25m までの平均空隙率は 18％であ
る．この空隙を満たすかん水が 1500ppm 以上の
リチウムを含んでいる．一方，ウユニ塩湖では
空隙率の高い岩塩層は湖面下 11m に留まってお
り，下位には厚い湖沼性堆積物が薄い岩塩層と
互層をなして発達する．その空隙を満たすかん
水中のリチウム濃度は，最上位の岩塩層で
800ppm を示すが，湖面下 20m のかん水ではリチ
ウム濃度が 500ppm 程度となり，40m では 300ppm
程度まで低下する（図４；Risacher and Fritz, 
2000）．このように，ウユニ塩湖は，商業的な生
産を行っているその他の塩湖に比べて，１）空
隙率の高い岩塩層の層厚が薄く浅部での連続性
が悪い，２）リチウム濃度が低く Mg 濃度が高い，

という点で経済性に不
利な側面を有している． 
６．まとめ 
ウユニ塩湖のかん水
に含まれるリチウムや
ボロン，カリウム，マ
グネシウムといった微
量成分は，塩湖周辺の
火山岩類を起源とし，
温泉水による熱水変質
を受けて溶出されたも
のである．そのような
温泉水を含む河川水な
どにより塩湖に運搬・

供給されたものと考えられている（図５）．この
元素濃縮には，現世における乾燥気候下での蒸
発・濃縮が重要な役割を果たしている． 
ウユニ塩湖を含むボリビア・アルティプラー

ノでは，気候変動に伴う水準変動により，数十
万年前から引き続く塩湖の膨縮が起こっていた
ことが判明している．ウユニ塩湖では，このよ
うな変動史が少なくとも 20 万年以上前から刻
まれており，この広域的・長期的な湖水変動は
ウユニ塩湖の化学組成に影響を与えている．つ
まり，大規模な外部からの湖水流入により，１）
既存の岩塩層の溶解・再沈殿を繰り返しながら
アルティプラーノ最下底のウユニ湖で塩濃度が
上昇する一方，２）周辺河川や温泉水から流入
するリチウム，カリウム，マグネシウム濃度な
どは希釈されながらも乾燥気候下で濃縮される，
という複雑なサイクルを繰り返して現在に至る，
と考えられる． 
リチウムを生産する既存の塩湖・かん水鉱床

は乾燥気候地帯に位置する．ここでは蒸発散量
が多く，リチウム濃度を高める上で最適な立地
条件を備えている．特に，ウユニ塩湖のように
広域的盆地地形の最下底に位置する塩湖があれ
ば，そのような場所は探査ターゲットとなり得
るのかもしれない．塩湖・かん水におけるリチ
ウム鉱床の資源的評価にあたっては，１）かん
水や岩塩層中のリチウム濃度の不均質性，２）
空隙率の高い岩塩層の連続性，３）精錬時の不
純物となるマグネシウムなどの取り扱いが課題
となるであろう． 
 
参考文献 
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写真１ 岩塩層 

図４ かん水のリチウム濃度(mg/l)垂直変化

図５ かん水のリチウム濃度(mg/l) 
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１．はじめに 
地表浅部（1km 内外）に発達する浅熱水性金

鉱床は重要な金資源であり，現在も世界中で探
鉱が行われている。その形成にマグマ水と天水
が関与することが指摘され（例えば Rye, 1993），
鉱床はマグマ（斑岩銅鉱床を伴う火成岩類）の
貫入に伴う熱水系中に生じているとされる
（Hedenquist and Lowenstern, 1994；図１)。

深部の斑岩環境では沸騰・分離した気相中に金
や銅が硫化物錯体として分配されることが明ら
かとなり、この”金に富む気相”によって浅熱
水性金鉱床が形成され得ることも示されている
（Heinrich et al., 2004）。Heinrich (2005)
は，深部、高温・高圧の斑岩銅鉱床形成環境か
ら浅部、低温・低圧の高硫化型浅熱水性金鉱床
との間の物質流通系のモデル研究を行い、金を
最も効率よく斑岩環境から浅熱水環境へ移送す
るためには，流体の硫黄濃度が高く、母岩の鉱
物組み合わせ（カリ長石＋白雲母）により中性
付近にバッファーされる必要性を指摘している．
実際、Pudack et al.(2009)は斑岩型鉱床のフィ
リック変質帯（セリサイト変質）中の石英脈中
の流体包有物で高い金濃度を報告している。し
かしながら，天然の浅熱水環境において深部へ
繋がる熱水経路は実証されておらず，低硫化型
金鉱床と深部マグマ系との関係も不明な点が多
い． 
本研究の対象とした愛知県の振草鉱床は安山

岩質ダイク中のセリサイトを伴う熱水変質帯で
ある(図２)．振草鉱床のような変質帯は，マグ
マ－熱水系のどこに位置づけられるのであろう
か．本論では，振草鉱床の形成に関与した熱水
の性質を明らかにすると共に，熱水進化プロセ
スを検討した結果を報告する． 
２．結果 
振草鉱床は愛知県北設楽郡東栄町に位置する

（図３)。セリサイト（イライト-2M）を産し、
硫砒鉄鉱や黄鉄鉱を普遍的に伴う．イライトの
Ar-Ar 法によるプラトー年代は 14.5±0.2 Ma を
示し，大峠火山岩類に貫入する設楽中央岩脈群
の活動時期にほぼ相当する．  
イライト鉱体中の石英自形結晶中には気相並

びに液相包有物が認められ，それらの均質化温
度及び NaCl 換算の塩濃度の平均値は，液相で
314℃，2.8wt%，気相で>328℃，4.3wt%であった．
いくつかの fluid inclusion assemblage が同

図 1．マグマ熱水系に発達する鉱床 

図３．振草鉱床の位置及び周辺地質 

図２．振草鉱床の模式図 
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じような温度及び塩濃度を示す（気液共存領域
で形成された）ことから，鉱床の形成圧力は
0.12kb 程度と推定され，静水圧条件では形成深
度は約 1.2km となる．鉱床下部に産する高温・
高塩濃度の気相包有物で金，硫黄，銅などに富
み，それぞれ平均で Au（1.42±2.48μg/g, 1σ），
S（10,565±7,500μg/g, 1σ），Cu（488±477
μg/g, 1σ），As(67±71 μg/g, 1σ)，Sb（32
±43μg/g, 1σ）を示す(図４)．このような包
有物は最大で 5wt%程度の CO2を含む．一方，鉱
床上部の気相及び液相包有物や鉱床下部の液相
包有物では，銅，硫黄，砒素濃度は減少するも
のの，Au の濃度変化は小さく(図５)，逆に Sb
は増加する傾向がある． 
鉱化熱水の温度を 330°C 前後と仮定した場

合，イライト及び方解石の水－鉱物間の酸素同
位体分別係数から推定される熱水の酸素同位体
比として＋5.5‰～+10.5‰が，同様にイライト
の水素同位体から，熱水の水素同位体比の値と

し て -10 ‰ か ら
-15‰が得られた．
これらの水素・酸
素同位体比は，薩
摩硫黄島などの高
温のマグマ性火山
蒸気と同じ領域に
プロットされる
（図６）．黄鉄鉱及
び硫砒鉄鉱の硫黄
同位体（δ34SCDT）
は -1.5 ‰ ～

-0.33‰の範囲であり，鉱床は還元的なマグマ活
動に関連すると推察される． 
３．まとめ 
振草セリサイト鉱床（愛知県）を形成したマ

グマ起源流体（気相・液相包有物）の化学組成
を LA-ICP-MS により分析し，金，硫黄，銅に富
むことを発見した．この流体は，潜在したマグ
マに関連する沸騰流体の気相側が地表浅部へと
上昇する過程で捕獲されたものと考えられる
(図７)．流体中の金濃度レンジは斑岩型鉱床の
気相、浅熱水性金鉱床の流体（ 2-3ppmAu: 
Murakami et al, 2009）と同様の組成範囲を示
す。 
本研究で得られたデータから，振草セリサイ

ト鉱床は，１）設楽中央岩脈群形成に伴うマグ
マ水を起源とし，２）CO2を含む高温・高塩濃度
で金，銅，硫黄に富む流体によって形成された
と考えられる．この流体は，斑岩型鉱床から派
生した沸騰流体のうち，地表浅部へと運搬され
る気相と化学的親近性を持つ．従って，イライ
ト－黄鉄鉱－硫砒鉄鉱－石英で特徴付けられる
振草鉱床の変質帯は，斑岩型鉱床の熱水系最末
期：石英－セリサイト－黄鉄鉱（QSP）脈に近似
できるかもしれない． 

 
参考文献 
Hedenquist, J.W. and Lowenstern, J. B. (1994) 
Nature, 370, 519 527 

Heinrich, C. A. (2005) Mineral. Deposita, 39, 
864 889. 

Heinrich, C. A., Driesner, T., Stef nsson, A., 
Seward, T. M. (2004) Geology, 32, 761 764. 

Heinrich, C. A., G nther, D., Aud tat, A., Ulrich, 
T., Frischknecht, R. (1999) Geology, 27, 
755-758. 

Murakami, H., Heinrich, C. A., Marcel, G. (2009) 
Geochim Cosmochim Acta, 73, Supplement 1. 

Pudack, C., Halter, W. E., Heinrich, C. A. and 
Pettke, T. (2009) Econ. Geol., 104, 449-477. 

図４．鉱床下部の気相包有物の化学組成 

図５．鉱床上部の液相の化学組成 

図６．熱水の同位体比 

図７．流体の上昇に伴う物理・化学的進化のモデ
ル。AMT 法による比抵抗構造から深部に熱水の流
通経路となっていた粘土化変質帯が想定される。 
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１．はじめに 
灰重石並びに燐灰石はタングステン及びリン

資源としてそれぞれ重要な鉱物である一方，著
量の希土類元素（REE）等を含んでいる．これら
未回収希土類資源のポテンシャルを把握するこ
とは，将来的な希土類元素資源の安定供給に向
けた基礎資料になると期待される．  
本報告では，日本産の灰重石（岩手県・東磐

井鉱床，京都府・大谷鉱床，山口県・喜和田鉱
床）を LA-ICP-MS により分析すると共に，豪州・
ノーランズボア鉱床産鉱石及び燐灰石について
それぞれ ICP-MS及び LA-ICP-MSによる化学分析
を行い，これら灰重石及び燐灰石形成に関与し
た熱水の性質について比較検討した．LA-ICP-MS
分析はスイス連邦工科大学（ETH）にて実施した． 
２．結果 
2.1．灰重石中の希土類元素含有量 
分析に用いた灰重石試料は，１）頁岩中の石

英-灰重石脈（東磐井鉱床），２）花崗閃緑岩中
の石英－灰重石－磁硫鉄鉱脈（大谷鉱床），３）
縞状スカルン鉱石（喜和田鉱床）である（図１）．
喜和田鉱床の縞状鉱石は，スカルン鉱体を貫く
石英脈周辺に発達したもので，石英脈に移化す
る高品位縞状灰重石帯とスカルンに移化する硫
化鉱物帯に２分される．各鉱床の関連火成岩は，
磁鉄鉱系花崗岩（東磐井鉱床），チタン鉄鉱系黒
雲母花崗閃緑岩（大谷鉱床），チタン鉄鉱系花崗
岩（喜和田鉱床）と考えられている．  
各鉱床の灰重石中の総希土類元素濃度（ΣREE）
の平均は，東磐井鉱床：115 μg/g (n=27)，大

谷鉱床：551 μg/g (n=41)，喜和田鉱床産縞状
灰重石帯：643 μg/g (n=106)，喜和田鉱床産硫
化鉱物帯：230 μg/g (n=76)であった．灰重石
中の平均 Dy 濃度は，東磐井鉱床：15μg/g，大
谷鉱床：41μg/g，喜和田鉱床産縞状灰重石帯：
78μg/g，喜和田鉱床産硫化鉱物帯：9μg/g を
示す．灰重石の平均 Mo 濃度は，大谷鉱床：133 μ
g/g 並びに喜和田鉱床：180μg/g に対して，東
磐井鉱床で 0.28μg/g と極端に低い．灰重石の
Th 及び U 濃度はおしなべて低く，多くの灰重石
で 0.5μg/g 以下である．このようにチタン鉄鉱
系花崗岩類に伴う鉱床の灰重石でΣREEが高く，
その中でも石英脈に伴われ，硫化鉱物と共生し
ない灰重石が相対的に高い重希土類濃度を示す． 
大谷鉱床と喜和田鉱床の灰重石はカソードルミ
ネッセンスによりゾーニングが観察され，両鉱
床共に暗いゾーンでΣREE が高くなる．このゾ
ーニングパターンから，喜和田鉱床では灰重石
形成ステージの後期でΣREE が増加，大谷鉱床
では灰重石形成ステージの初期から後期に向か
いΣREE が減少したと考えられる．灰重石のコ
ンドライト規格化 REE パターンは，喜和田鉱床
及び大谷鉱床の灰重石形成ステージ初期で正の
Eu異常を示し，マグマ水の関与が示唆される（図
２）．喜和田鉱床では後期に向かって負の Eu 異

図１．灰重石を産した日本の鉱床 

図２．灰重石の REE ﾊﾟﾀｰﾝ（ｺﾝﾄﾞﾗｲﾄ規格化） 
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Type1

Type2

常を示すことから，マグマ分化に伴い熱水中の
希土類元素濃度が増加していた可能性が高い．
大谷鉱床では灰重石結晶マントルで負の Eu 異
常を示し，リムでΣREE や Mo などの濃度が極端
に低下する（図３）．大谷鉱床のこの傾向は，灰
重石形成期における異なる起源を持つ熱水（マ
グマ水と天水）の混合を示唆している． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2.2．燐灰石資源 
豪州・ノーランズボア鉱床産鉱石の ICP-MS 分

析を行った．その結果，鉱石は極めて軽希土類
元素に富み，Ce 及び Nd が特に高い濃度を示す
（図４）．総希土類元素濃度は最大約 7wt%であ
る．また，難溶性鉱物を含む試料でも，その溶
液化プロセスが適切で，試料濃度に適した希釈

倍率による分析であれば，幅広い濃度レンジで
高精度に希土類元素の定量が可能である． 
燐灰石は脈状に産し，脈幅は最大で数十 m に

及ぶ．鏡下の観察から，燐灰石は２種類に分類
される（図５）．Type１は自形結晶として産し，
結晶中にアメーバ状赤鉄鉱（または複酸化物）
の微少包有物を多く含む．Type1 の燐灰石は鉱
石の主要構成鉱物である．一方，Type2 は他形
結晶として，散点的に粒間を埋めるように産す
る．Type２燐灰石は Type1 燐灰石のフラグメン
トを包有する場合もあることから，Type1 は
Type2 よりも早期に形成されたと考えられる．
CL（カソードルミネッセンス）像では，Type1
は発光が著しいのに対して，Type2 は発光しな
い．LA-ICPMS 分析の結果，Type1 燐灰石は極め
て軽希土類元素に富み，Th 及び U 濃度も高いこ
とが判明した．特に，Ce 及び Nd 濃度が高く，
総希土類元素濃度は最大約 6wt%の値を示す．
Type2 は均質なフッ素燐灰石組成を持ち，Th 及
び U を殆ど含まない．従って，ノーランズボア
鉱床産の鉱石希土類品位は，モナザイトなどの
難溶性希土類含有鉱物ではなく，Type1 燐灰石
中の希土類濃度を強く反映していることが明ら
かとなった． 
 

 
 
 

図３．大谷鉱床産灰重石のｿﾞｰﾆﾝｸﾞ 

図４．ノーランズボア鉱石の REE ﾊﾟﾀｰﾝの比較 

図５．ノーランズボア燐灰石の産状と REE ﾊﾟﾀｰﾝ

− 78 −



 

個人の研究発表 
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１．はじめに 
地熱資源研究グループでは,研究の一環とし

て手法開発と事例検討を中心に，電子地理・地
球科学情報を利用した地熱資源評価の研究を継
承－発展的に進めてきた．産業技術総合研究所
の中期計画第２期（2005～2009年度）には，
第１期（2001～2004年度＋）の成果（例えば，
地質調査総合センター，2007，数値地質図 GT-3）
を基礎に，より幅広い多様な研究を進めて，各
種成果の誌上・口頭発表を行った． 

 
２．第２期成果の紹介 
 「別表」に，第２期の誌上発表成果を６項目
に整理して示す．特に(1)では，第１期に作成し
た各種のオープンソースの自作プログラム
（Microsoft Visual Basic v.6 による）を拡張
して，様々なデータを簡易的に統合断面図形式
で表示するプログラムを作成するとともに，島
孤下へ斜めに沈み込む海洋プレート－スラブの
３次元運動の簡易シミュレータなどを開発し，
これらを九州，近畿，関東の各地方へ適用して
火山・地熱地域分布の特異性に検討を加えた． 
(2)の坑井変質，(3)の温泉化学を中心とした統
合的評価の研究における作図例を，図１に示す．  
(5)の MS Excel VBA (Visual Basic for Appli- 
cations)によるオープンソースの各種プログラ
ム な ど は ホ ー ム ペ ー ジ （ http://staff. 
aist.go.jp/hiroshi-shigeno/index.html）から
ダウンロードが可能となっている． 
 
３．今後の取りまとめ計画 
 第２期の様々な研究成果の取りまとめと上記
のオープンソースの各種プログラムの公開・普
及化などを目的に，「別表」(0)の地質調査総合
センター（2007）の数値地質図 GT-3 と同様の
CD-ROM 出版物の提供（数値地質図 GT-5？）を
現在検討しており，現状では 2011 年度末の出版
を目標としている． 
 なお，第２期の地熱資源研究グループの成果
として，「日本の熱水系アトラス」（地質調査総

合センター，2007），「全国地熱ポテンシャルマ
ップ」（地質調査総合センター，2009，数値地質
図 GT-4）などが出版されていることを付記する． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1．北海道の石狩低地帯域における「大深度（掘
削）温泉水」の溶存化学組成（ヘキサ図）と
３次元地下地質分布（深度 1500m）の統合
表示（茂野，投稿中）． 公開電子地球科学
情報として，温泉化学データには地質調査総
合センター（2002，数値地質図 GT-1）を，
地質データには吉田ほか 編（2009，地質調
査総合センター速報，no.48）を用いた． 
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１．はじめに 
地下空間建設や地下岩盤利用において，地下

岩盤に作用する初期地圧状態を把握することは，
それらの設計・施工・稼動・安全評価において，
欠くことのできないことがらである．初期地圧
の測定法については，これまでに種々の方法が
考案され，多くの地下施設建設サイトにおいて
使用実績と改良が積み重ねられてきた．初期地
圧測定結果は，各研究者や各機関により，学会
発表や学会誌等で公表されてきた．我が国での
今後の地下空間開発に向けて，これまでに公表
された初期地圧測定結果を収集し，公の共有の
情報としてデータベース化を図ることは意義深
いと考える． 
我々は，初期地圧測定法の中で測定値の信頼

性が高い応力解放法により測定され，測定点の
被り深さが 100ｍ以深のものを対象として，文
献調査を行い（全 75編の論文），全 54地点で
62例のデータを収集した．収集したデータにつ
いては，今後の利活用を考慮して，データベー
ス機能も有するように，データの整理と収録を
行った．整理・収録したデータに基づき，我が
国の地下深部岩盤での初期地圧状態の一般的傾
向を考察した． 
その結果については，地質調査研究報告（第

60巻，第 7/8号，p.413-447，2009年）に総説
として報告しており，下記のサイトで閲覧と pdf
ファイルのダウンロードが可能である．今後の
地下空間開発や地下岩盤利用において参考にし
ていただければ幸いである． 
 
http://www.gsj.jp/Pub/Bull_new/vol_60/60_07/
60_07_04.pdf 
 

総説では，第 2章に，関連する既往研究をま
とめた．第 3章では，埋設ひずみ法と孔底ひず
み法について概説した．第 4章に，調査対象文
献と収録項目を説明し収録測定地点の位置と収
録データ一覧を示した．第 5章では，整理・収
録したデータに基づき我が国の地下深部岩盤で
の初期地圧状態の一般的傾向を考察した．第 6
章では，初期地圧に及ぼす各種要因について既
往研究などから例示した．第 7章において，得
られた知見をまとめた． 
本小文では，総説の概要を紹介する． 

 
２．収録した初期地圧測定地点 
 収録した初期地圧測定地点（全 54 地点，62
例）を，図 1 に示す．シンボル▲，○，●はそ
れぞれ，測定地点の岩石区分（火成岩，堆積岩，
変成岩）を示す．＋は岩石区分が不明であった
測定地点である． 

図１．収録した初期地圧測定地点 
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埋設ひずみ法による測定が 21 地点・21 例で
あり，孔底ひずみ法による測定が 33 地点・41
例であった．測定位置の岩石区分は火成岩 30
例・堆積岩 16例・変成岩 13例・不明 3例であ
り，岩級区分は CM～CL級 1 例・CM～CH級 3
例・CH級 9例・CH～B級 8例・B級 5例・B～
A級 3例，不明 33例であった．孔底ひずみ法で
の測定では，岩級区分の記載が少なかった． 
 
３．初期地圧の大きさと被り深さの関係 
3.1．鉛直応力と被り深さの関係 
 鉛直応力σVと被り深さ h の関係を，図２に示
す．鉛直応力は，岩石区分による大きな相違は
認められず，被り圧程度（被り圧の約 0.5 倍～
約 1.5 倍）の値であった．図中の実線は岩盤密
度を 26kN/m3とした場合の被り圧を示す． 

3.2．水平最大主応力と被り深さの関係 
水平最大主応力σHmaxと被り深さ h の関係を，

図３に示す． 
火成岩での水平最大主応力は，被り圧の約 1

倍～約 3 倍の値であった．火成岩では，同じ被
り深さの堆積岩や変成岩での値と比べて大きな
値が見られた． 
堆積岩での水平最大主応力は，被り圧の約 1

倍～約 1.5倍の値であった． 
変成岩での水平最大主応力は，1例を除いて，

被り圧の約 0.5倍～約 1.5倍の値であった． 
3.3．水平最大主応力と被り深さの関係 
水平最小主応力σHminと被り深さ h の関係を，

図４に示す．被り深さ 600ｍ以浅の水平最小主
応力は，岩石区分による大きな相違は認められ
ず，被り圧程度（被り圧の約 0.5倍～約 1.5倍）
の値であった．被り深さ 900ｍ以深での値（火
成岩 1 例，変成岩 8 例）は，被り深さ 600ｍ以
浅での傾向を外挿した値より小さかった． 

 

４．他の検討項目 
 収録データに基づき，次の項目に関しても分
析と考察を行った． 
・ 水平最大主応力（方位と値）と地殻水平歪
短軸（方位と値）の比較 

・ 三次元主応力と被り深さの関係 
・ 応力値と測定標高の関係 
・ 三次元主応力比と最小主応力の傾斜角の関
係 

・ 岩級との関係 
 
謝辞 
 初期地圧測定データの収録を許可いただいた
測定実施各機関に感謝します．本文中の図にお
いて GMT を使用して作図しました．ここに謝
意を表わします． 

図２．鉛直応力と被り深さの関係 

図３．水平最大主応力と被り深さの関係 

図４．水平最小主応力と被り深さの関係 
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１．はじめに 
地質調査の基本である調査ボーリングは，地

表踏査では得られない貴重な地下情報を提供し
てくれる．通常，ボーリングコアの直接的な観
察により，岩種の特定，地質構造把握や亀裂性
状の評価を行うが，コアの採取段階で回転等の
影響を受けて，原位置での走行傾斜等の方位情
報を失うことが大きな問題であった．この問題
は孔壁をボアホールカメラで撮影，解析するこ
とで解決できるが，現状ではボアホールカメラ
を用いた調査は高価なうえ，専門の撮影技術者
が必要なため，その適用はダム等の大規模な地
質調査に限られている． 
（株）復建技術コンサルタントが開発した小

規模な地質調査でも安価で簡便に使用できる汎
用型ボアホールカメラについて，平成 21年度中
小企業等製品性能評価事業において，いくつか
の評価項目を設定し、性能評価のための実証研
究を行った．本報ではその結果を概説する． 
２．汎用型ボアホールカメラの概要１） 
汎用型ボアホールカメラ（low-cost and 

simplified borehole camera；以下，LCSカメ
ラと略記）は，市販の水中カメラ（前方視カメ
ラ）に，撮影深度や方位情報が得られるように
リールや可とう管等を追加した構成である（概
観図をポスター掲載）． 

LCSカメラは安価（販売価格は 40万円程度）
で簡便（オペレータ一人で作業可能）に使用で
きる利点を有するが，深度・方位の計測センサ
を有さないため，深度±0.2m程度，方位±20°
程度の計測誤差があることを念頭に撮影画像を
扱う必要がある． 
３．当該事業による研究概要 
本実証研究では，汎用型ボアホールカメラの

性能確認および今後の販路拡大を目指して，以
下の３つの研究課題を設定，実施した． 
(1)全地質への適応性の実証研究 
全国の８地区において地質状況の異なる撮影

事例を 80事例以上収集し，分析を行う． 
(2)岩盤の不連続性評価のための実証研究 
地質の異なる３砕石場でコアを回収し，コア

観察結果とボーリング孔内の観察結果を比較し，
不連続性評価に対する性能を RQD指標を用い
て，定量的に評価する． 
(3)濁度計測への適用のための実証研究 
河川等の濁度計測への適用方法について検討

を行い，数カ所の現場での濁度計による測定結
果との比較を行う． 
４．当該事業による成果概要 
(1)全地質への適応性の実証研究 
全地質・土質での撮影が可能なボアホールカ

メラとしての性能評価のために，全国地質調査
業協会連合会（以下，全地連という）の組織を
通じて，８社に委託し，現場使用実績として全
国８地区（北海道，東北，関東，北陸，中部，
関西，中国地方山陰，中国地方山陽），82箇所
の撮影画像記録を収集した．内訳は花崗岩類の
岩盤 18，花崗岩類の強風化岩盤 5，新第三紀火
山噴出物 7，第三紀凝灰岩 18，泥岩等の堆積岩
19，第四紀砂礫層 9、その他として河川堤防や
トンネル覆工コンクリート 5，産業廃棄物 1箇
所である．地質的に見ると全国に分布している
花崗岩や第三紀の堆積岩などのデータがやや多
い傾向にある．ボーリングの方向は垂直方向が
最も多く 65，水平 12，斜め上 3，斜め下 2箇所
である．撮影は空孔で 53，水中または水の洗浄
や汲み出し後に撮影したものが 29箇所である．
湧水箇所は 2箇所で撮影されている． 
以上の撮影画像事例から空孔ボーリング孔で

の花崗岩や安山岩類の節理・亀裂の開口状況や
方向性，風化の程度，岩質・岩相の把握が可能
であることが判明した．湧水箇所の撮影では湧
水箇所の位置確認と流れの方向や流速の推定が
可能であった（亀裂の静止画をポスター掲載）．
地下水位以下の土質を対象とした撮影では濁水
対策が必要であるが，その対策方法２）について
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はポスタ－で説明予定である． 
(2)岩盤の不連続性評価のための実証研究 
地質の異なる３箇所の砕石場（①板状亀裂の

粘板岩，②塊状岩盤の砂岩，③これらの中間で
最も普遍的な地質である安山岩を対象）を使用
し，１砕石場に付き水平ボーリングによる 10m
掘削を方向の異なる２方向（節理状構造の岩盤
の場合、亀裂の角度、頻度が変化する）で，ボ
ーリングコア RQD（岩盤の不連続性を表す指標，
亀裂の判定が必要）と LCSカメラによる岩盤内
の亀裂状況(深度情報含む)との対比(亀裂判定
精度の検討)を実施した．総延長は 60mである． 
 ボーリング孔を横切る方向の開口亀裂はこの
カメラが前方視カメラであるためボーリング軸
方向の亀裂よりは観察が難しいが，亀裂の有無
の確認は可能である．撮影モニター画面からも
開口亀裂の有無，角度，方位を観察することが
可能であるが，詳細な検討の場合には，オプシ
ョン仕様ではあるが，撮影画像から孔壁の展開
画像を作成する可能であり，より詳細な情報分
析に有効である． 
 ボーリングコアを用いて岩盤の不連続性が評
価され，岩盤構造物の設計にも反映されている
が，コア採取時には機械的な衝撃の影響などに
より，コア自体が折れたり，地山内では密着し
ていた亀裂に沿って割れたりするためにコアに
よる RQDが地山内の岩盤状況を忠実に反映し
たものではないことが知られている． 
 コア観察による RQD（コア RQD）と孔壁画
像の亀裂観察による RQD（孔内 RQD）の違い
について，今後岩盤分類評価と結びつける検討
が必要であることを指摘した３）． 
 また，カメラ画像からは，「孔内 RQD」情報
以外に，岩盤内亀裂の生の情報，すなわち亀裂
の向き，角度，開口幅，亀裂状況（開口，密着）
などを読み取ることが可能である．さらに，現
場周辺において複数のボーリングを行い，カメ
ラ観察，展開図を用いた解析により，亀裂の三
次元的な分布状況も推定可能であり，現場の地
質構造の解釈にも重要な知見を与える情報の提
供も可能である． 
(3)濁度計測への適用のための実証研究 
 近年，工場排水，生活排水等による環境汚

染が増加しており，河川，湖沼，ダムなど濁度
測定を必要とする場所は広範囲にわたっている．
濁度の測定装置には透過光方式や散乱光方式な
どいくつか種類があるが，本研究では LCSカメ
ラによる撮影画像を用いた濁度測定を目的に，
濁度標準液（ホルマジン，ポリスチレン）の濁
度と画像解析による画像数値との関係を用いた
検量曲線を作成し，市販の濁度計による濁度と
の比較を行った． 
 室内試験で求めた検量曲線をもとに，現場

へ適用するために，濁水とともに標準の色見本
をカメラ撮影画像に同時に撮影するための特殊

なカメラキャップを作成し，ダム，井戸，河川
で濁度測定を実施した．濁度計による濁度との
比較により，カメラ撮影画像からほぼ妥当な濁
度を求めることが可能と判断された４）．本手法
では，濁度情報のみならず，RGB値，すなわち
「色調」情報まで得ることができることが大き
な特徴である． 
５．今後の普及・販路拡大に向けた展開 
地質調査分野での LCSカメラの普及に関し

て，全地連において，標準化仕様（案）（技術マ
ニュアル（案）と積算基準（案）から構成）５）

を 2011年 4～5月頃に取りまとめる予定である． 
LCSカメラは安価で大量使用が可能な価格帯

であり，取扱が簡便であるのでボーリング技術
者や地質技術者の補助具としての使用が期待さ
れる．地質調査におけるカメラ撮影画像調査の
標準化仕様がまとまれば，カメラ撮影画像調査
の必需品としての普及販売の増大が国内のみな
らず海外でも見込まれる． 
また，地質調査業界以外の潜在的な市場とし

て，大きな社会問題になっている維持管理調査
について記述すれば， 
橋梁・トンネル・道路斜面の維持管理調査に

関連して， 
・橋梁基礎コンクリート状況の確認（基礎岩盤
との付着状況や空洞確認） 

・地震後の基礎杭の亀裂の有無の確認 
・トンネル背面の状況確認 
・道路斜面モルタル吹き付け面の背面の状況確
認 

・斜面のすべり面の状況確認 
配水管（上水道用、下水道用、農業用）や井

戸の維持管理調査に関連して， 
・漏水・破損箇所の検出 
・スケール（垢）沈着状況の観察 
などが挙げられ，これら以外にも多方面への用
途展開が期待できる． 
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